
■ 投 資 主 ア ン ケ ー ト 結 果 の ご 報 告
第 ５ 期 資 産 運 用 報 告 に 同 封 し ま し た 投 資 主 ア ン
ケートにご協力いただき、また貴重なご意見を賜
り、誠にありがとうございました。皆様から寄せられ
たご意見は今後の資産運用やIR活動等に活用してま
いります。

トーセイ・リートへの理解を深めていただくよう個人投資家向けイベントに積極的に参加しています。
第６期は東京・大阪・札幌で説明会を開催しました。

回答者
プロフィール

第５期末投資主数	 11,150名

うち、個人等	 10,928名

回答者数／回答率	 999名／9.1％

● 本投資法人の投資口購入理由（複数回答可）

9.4％

26.0％
24.4％

68.2％

12.8％

8.8％
0.2％

トーセイを知っていたから

証券会社の勧め
投資口価格の割安感

分配金利回り

成長性

その他
未記入

● 本投資法人に期待すること （上位3項目）

93.2％

7.4％

7.3％

分配金の安定

格付の取得

資産規模の拡大

ダイワJ-REITフェスタ2017

■ 個 人 投 資 家 向 け Ｉ Ｒ 活 動

● 個人投資家向け説明会（実績）
2017年7月9日 ダイワJ-REITフェスタ2017（東京）

2017年7月11日 ARES　Jリート普及全国キャラバン
2017（札幌）

2017年7月13日 日本証券アナリスト協会　
個人投資家向けIRセミナー（大阪）

● 個人投資家向け説明会（予定）
2018年1月28日 SMBC日興J-REITフェア（東京）
2018年3月16日 ダイワJリートキャラバン2017（名古屋）

投 資 口 に 関 す る「 マ イ ナ ン バ ー 制 度 」の ご 案 内

I R 活 動 実 績

市区町村から通知されたマイナンバーは、投資口の税務関係のお手続きで必要となります。
法令に定められたとおり、分配金等の支払調書には、投資主様のマイナンバーを記載し、税務署へ
提出いたします。投資主様は、お取引の証券会社等へマイナンバーをお届出ください。

マイナンバーのお届出に関するお問い合わせ先
● 証券口座にて投資口を管理されている投資主様 ➡ お取引の証券会社までお問い合わせください。

● 証 券 会 社 と の お 取 引 が な い 投 資 主 様 ➡ 下記フリーダイヤルまでお問い合わせください。
三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部（0120-232-711）

■ 投資法人 ■ 資産運用会社

自  2 0 1 7 年 5 月 1 日 　 至  2 0 1 7 年 1 0 月 3 1 日
証 券 コ ー ド：3 4 5 1

資 産 運 用 報 告

第 期 6

東京都港区虎ノ門四丁目2番3号

皆様からの声の一部をご紹介します

・地方で個人向けの説明会を開催する際には、
葉書や報告書等で事前に知らせてほしい。

・堅実な運用と着実な成長に期待しています。

個人向け説明会の開催実績と今後の予定を当報告書に掲載しました。

今後も継続的な資産規模拡大により収益力を強化してまいります。
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日本の不動産市場に存在する
『膨大な既存建築ストック』(注)の活用・再生 ●  決 算サマリー

分 配 金

第6期　確定分配金（1口当たり）

第7期　予想分配金（1口当たり）

3,382円

3,419円

361億円
98.4%

(注)「既存建築ストック」とは、過去に建築され、現在も存在している建築資産の総称をいいます。

期 末 資 産 規 模

期 末 稼 働 率

決算サマリー	 01
投資主の皆様へ	 02
トーセイ・リート投資法人の特徴	 03
相対的に高い利回りが期待できる
物件の取得による資産規模の拡大	 04
第6期決算ハイライト	 06
オファリング及び取得ハイライト	 08
第7期取得物件	 10
ポートフォリオの概要	 14
財務運営	 16
トーセイグループとは	 18

CONTENTS

3つの『力』
「目利き力」×「リーシング力」×「再生力」

（注）‌�運用資産の異動、テナントの異動等に伴う賃料収入の変動又は予期せぬ修繕の発生等を含む種々の要因により、1口当たり分配金は変動する
可能性があります。

本投資法人の概要／本資産運用会社の概要	 19
Ⅰ.資産運用報告	 20
Ⅱ.貸借対照表	 38
Ⅲ.損益計算書	 40
Ⅳ.投資主資本等変動計算書	 41
Ⅴ.注記表	 42
Ⅵ.金銭の分配に係る計算書	 56
Ⅶ.監査報告書	 57
Ⅷ.キャッシュ・フロー計算書（参考情報）	 58
投資主インフォメーション	 60
投資口に関する「マイナンバー制度」のご案内	 裏表紙
IR活動実績	 裏表紙



・�取得競合が相対的に少なくかつ高利回りが期待可能なエリアに所在する競争力の高い物件を見極めます。
・�大規模物件と比較して数が多く、スポンサーであるトーセイが得意とする中小規模の物件に特化しています。
・�さまざまな物件タイプに投資可能とすることで取得機会を拡大し、リスクを分散しています。

POINT

POINT
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　投資主の皆様におかれましては、ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。

　平素は、トーセイ・リート投資法人並びにその資産運用会社であるトーセイ・アセット・アドバイザーズ株式

会社に格別のご高配を賜りまして、厚く御礼申し上げます。

　ここに、本投資法人の第６期（2017年５月１日～2017年10月31日）の運用状況及び決算につきまして

ご報告申し上げます。

　第６期におきましては、主要オフィス物件テナント入替え時における空室期間短縮化などにより、保有23

物件の平均稼働率は期末時点で98.4%と高水準を維持することができました。その結果、当初の業績予想を

上回る、営業収益1,633百万円、経常利益620百万円、当期純利益619百万円を計上し、投資口１口当たり分

配金も当初予想対比3.8%増の3,382円となりました。

　また、本投資法人は、第７期に入った2017年11月に、上場後３年連続となる公募増資を行い51億円を調

達し、新規借入れとあわせてオフィス１物件、商業施設１物件、住宅６物件（合計８物件、98億円）を新たに取

得しました。これにより、第３回公募増資後の本投資法人のポートフォリオは31物件、459億円の資産規模

へと拡大しております。

　引き続きスポンサーであるトーセイ株式会社からのサポートを最大限に活用しつつ、東京経済圏を中心に

「高利回りが期待できる競争力の高い不動産」や「築年数にとらわれない高ポテンシャルを有する不動産」への

厳選投資を行い、運用資産の規模拡大を図ることにより、中長期的に安定した収益の確保と投資主価値の最大

化に努めてまいります。

　投資主の皆様におかれましては、今後も変わらぬご支援を賜りますよう宜しくお願い申し上げます。

投 資 主 の 皆 様 へ

トーセイ・リート投資法人の特徴

トーセイ・アセット・アドバイザーズ株式会社

代表取締役社長  藤永 明彦
トーセイ・リート投資法人

執行役員　黒山 久章
トーセイ・アセット・アドバイザーズ株式会社

代表取締役会長　中村 博

東 京 経 済 圏を中 心として中 小 規 模 不 動 産 へ 投 資 を 行う総 合 型リート

エリア

東京経済圏中心
（東京、神奈川、埼玉、千葉）

規模

中小規模
（原則50億円以下）

投資対象

オフィスビル、商業施設、
住宅、ホテル

投資不動産の立地や規模、経年、設備・仕
様、構造等を総合的に判断し、賃貸不動
産としての競争力やポテンシャルを見極
めるためのノウハウ

【 目 利 き 力 】
投資不動産の適切な運営管理によりテナ
ントの満足度向上を図るとともに、物件の
特性と合致したリーシング活動により稼
働率を回復・維持するためのノウハウ

【 リ ー シ ン グ 力 】
不動産の競争力の現況を見極め、必要
な改修・改装工事等を適切なタイミング
で実施することにより物件の競争力を回
復・維持するためのノウハウ

【 再 生 力 】

トーセイの 強 み・サポートを活 用した資 産 運 用

相 対 的に高い 利回り水 準を可 能とする投 資 のイメージ

・�「築年数」など不動産の有する「特性」を要因として、高いリスクプレミアムが要求される不動産（上図投資対
象①、②）は一般的に投資判断が容易でないことも多く、売買市場参加者の裾野が相対的に限定され、過度な取
得競争が回避されます。
・�リスク許容度の高いスポンサーであるトーセイのバランスシートを一時的に活用し、その間にテナントニーズを
踏まえた修繕等のバリューアップ工事や賃貸借スキームの変更等を行うことにより、投資リスクを投資法人が負
担可能なレベルまで緩和します。

取得競合が相対的に少なくかつ高利回りが期待可能
なエリアに所在する競争力の高い不動産

築年数にとらわれない高ポテン
シャルを有する不動産

高

利
回
り

低

小 リスク 大

本投資法人の
投資対象

物件の「特性」を
要因として

高いリスクプレミアムが
要求される不動産

トーセイの強み・
サポートの活用

【 リーシング力 】

【 再生力 】

【 目利き力 】

投資対象① 投資対象②

既存不動産を活用・再生し、Ｊリート市場の裾野拡大への貢献を目指しています。

（注）�下図は、投資手法についての一般的なイメージを図示したものであり、本投資法人が利回りを低下させずにリスクの小さい不動産を取得することを保証するものでは
ありません。

トーセイの３つの強み
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1,938円 2,986円 3,208円 3,371円 3,592円 3,382円 3,419円（予想）

174億円

第1期

174億円

第2期

293億円

第3期

308億円

第4期

361億円

第5期

361億円

第6期

459億円

第7期

1口当たり分配金

資産規模

稼働率
96.2% 96.5%97.5%

98.1% 98.4% 98.4%

資産規模

31物件

459億円

主
な
取
組
み

増資 新規上場 公募増資 公募増資 公募増資

物件
取得

12物件
174億円

5物件
119億円

5物件
53億円

8物件
98億円

1物件
14億円

10物件 209億円

4物件 60億円

17物件 189億円

ポートフォリオハイライト（取得価格ベース）（2017年11月2日現在） （取得価格ベース）

用途別投資比率
（取得価格ベース）

地域別投資比率
（取得価格ベース）

物件別投資比率

41.3％
住 宅

45.6％
オフィス

13.1％
商業施設

8.5％
都心5区（注）

25.5％

東京23区
（都心5区を除く）

66.1％

東京経済圏
（東京23区を除く）

8.9％
7.3％
6.1％
5.2％
5.2％

67.3％

関内トーセイビルⅡ
多摩センタートーセイビル
SEA SCAPE千葉みなと

稲毛海岸ビル
JPT元町ビル
その他

東京経済圏
100％

上位5物件
比率32.7％

（注）「都心5区」とは、千代田区、中央区、港区、新宿区及び渋谷区の総称をいいます。以下同じです。

オフィス

商業施設

住宅

相対的に高い利回りが期待できる物件の取得による資産規模の拡大
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第5期実績
（2017年4月期）

第6期実績
（2017年10月期）

第4期実績
（2016年10月期）

第3期実績
（2016年4月期）

第1期実績
（2015年4月期）（注1）

第2期実績
（2015年10月期）

1口当たり分配金
当初予想（注2）

実績

373

3,592

3,256 3,259
（注2）3,063

3,208

2,772

1,938

3,3823,371

2,8442,986

第６期決算ハイライト

● 分配金の着実な成長

● セットアップオフィスへの改装（SEA SCAPE千葉みなと）

Before

After

After

● 室内リニューアル(プライムガーデン)

第６期決算は、稼働率が想定を上回り、賃料・共益費収入が増加したことなどにより、当初の予想を上回り
ました。

第1期から第6期まで、当初予想を上回る分配金を計上しています。

待合スペースを新設。デザイ
ン性とセットアップが評価さ
れ、工事完了後間もなく後継テ
ナントとの賃貸借契約が成立。

原状回復に加え、アクセントク
ロスや琉球畳を使用したリ
ニューアルや、水周りの入替え
を実施。募集賃料の増額、高稼
働の維持に貢献。

第6 期の 当初 業 績 予 想と実 績

2015年
4月

2014年
11月

2015年
10月

2016年
10月

2017年
4月

2017年
10月

2016年
4月

90

92

94

96

98

100

（%）

ー オフィス　 ー 商業施設　ー 住宅　 ー 全体

オフィス物件の稼働率向上が寄与し、第６期末時点の稼働率は98.4％と高水準を維持しました。

高 水 準 の 稼 働 率 の 維 持

物 件 価 値・稼 働 率向上に向けた投 資

（注）稼働率は、各賃貸可能面積に対して賃貸面積が占める割合を記載しています。

第5期実績
（2017年４月期）

予想
 2017年６月15日

発表

第6期実績
（2017年10月期） 予想対比

運用日数 181日 184日 184日 ―

営業収益 1,616百万円 1,590百万円 1,633百万円 ＋2.7％

営業利益 791百万円 734百万円 754百万円 ＋2.8％

経常利益 658百万円 598百万円 620百万円 ＋3.7％

当期
純利益 657百万円 597百万円 619百万円 ＋3.8％

1口当たり
分配金 3,592円 3,259円 3,382円 ＋3.8％

総資産 40,291百万円 ― 40,351百万円 ―

（注1）‌�第1期の実質的な運用期間は、2014年11月28日から2015年4月30日までの154日間です。
（注2）‌�当初予想は最初に公表した数値を記載しています。なお、2017年10月期（第6期）の当初予想は、2017年6月15日に公表した数値です。

Before
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第5期末 第6期末 第3回公募増資後（注1）

物件数 23物件 23物件 31物件

取得価格 361億円 361億円 459億円

不動産鑑定評価額 400億円 403億円 503億円

平均鑑定NOI利回り 6.10% 6.12% 6.03%

稼働率 98.4% 98.4% 97.1％（注2）

ポートフォリオPML 3.75% 3.75% 3.49%

物件別投資比率 （上位5物件合計） 41.5% 41.5% 32.7%

オファリング及び取得ハイライト

（注1）第3回公募増資後の「不動産鑑定評価額」「平均鑑定NOI利回り」における第7期取得8物件の鑑定評価額は2017年8月31日時点のものです。
（注2）稼働率は2017年11月30日時点のものです。

発行決議日 2017年10月13日

条件決定日 2017年10月23日

新規発行投資口数 51,200口

発行価格（1口につき） 104,462円

発行価額総額 5,161百万円

払込期日 2017年11月1日

発行形態 国内募集

新投資口発行後

発行済投資口数

183,200口 234,400口

出資総額

18,745百万円 23,907百万円

増 資 に 伴うポ ートフォリオ の 変 化

本投資法人は、第７期において、新投資口の発行を行いました。

● 物件分散状況（取得価格ベース） ● テナント分散状況（賃貸面積ベース）

■ 関内トーセイビルⅡ　
■ 多摩センタートーセイビル　
■ SEA SCAPE千葉みなと

■ 稲毛海岸ビル　
■ JPT元町ビル　
■ その他

8.9％
7.3％

6.1％

5.2％
67.3％ 5.2％

■ トーセイ株式会社
　（多摩センタートーセイビル）
■ トーセイ株式会社
　（武蔵藤沢トーセイビル）
■ 非開示　
■ 非開示
■ 非開示

■ 富士通コワーコ株式会社　
■ 非開示　
■ 非開示　
■ トーセイ株式会社
　（JPT元町ビル）
■ ヒートウェーブ株式会社
■ その他

8.9％
5.6％
2.7％

1.7％

1.3％1.3％
1.1％
0.9％0.9％

72.6％

1.6％

取 得 ハ イライトオファリング 概 要

（注1）鑑定NOI利回り、不動産鑑定評価額は2017年8月31日時点のものです。
（注2）稼働率は、2017年11月30日時点のものです。
（注3）築年数は、2017年10月31日時点のものです。

物件名称 所在地 取得価格
（百万円）

鑑定NOI
利回り（％）
（注1）

不動産
鑑定評価額
（百万円）
（注1）

稼働率
（％）（注2）

築年数
（年）（注3）

オ
フ
ィ
ス

O-10
長者町デュオビル リーシング

スポンサーからの取得
神奈川県
横浜市 1,300 5.42 1,350 84.0 24.3

商
業
施
設

Rt-04
和紅ビル リーシング 遵法性確保賃貸借契約

の整理

スポンサー
からの取得

優先
交渉権

千葉県
千葉市 1,400 6.07 1,410 95.5 31.5

住
宅

Rd-12
ツイン・アベニュー 遵法性確保

スポンサー
からの取得

優先
交渉権

東京都
練馬区 1,880 5.38 1,880 95.3 25.7

Rd-13
マイルストン東久留米

賃貸借契約
の整理

バリュー
アップ

スポンサー
からの取得

優先
交渉権

東京都
東久留米市 1,650 5.69 1,670 95.0 28.1

Rd-14
ルミエール3番館 リーシングバリュー

アップ

スポンサー
からの取得

優先
交渉権

埼玉県
川口市 1,420 5.82 1,470 96.7 23.1

Rd-15
T's garden西船橋 リーシングバリュー

アップ

スポンサーからの取得
千葉県
船橋市 860 5.80 870 100.0 26.7

Rd-16
クエスト山手台 リーシング 遵法性確保

スポンサーからの取得

スポンサーによる
物件確保を目的と

した先行取得

神奈川県
横浜市 710 5.84 725 92.5 28.7

Rd-17
サンセール与野本町 リーシングバリュー

アップ

スポンサー
からの取得

優先
交渉権

埼玉県
さいたま市 600 5.71 603 94.5 27.0

スポンサー負担による
バリューアップバリュー

アップ リーシング

トーセイグループでの
リーシング活動 賃貸借契約

の整理

スポンサーによる
賃貸借契約の整理 遵法性確保

スポンサー負担の対応工事による
物件の遵法性確保

上位10テナント比率
27.4％上位５物件比率

32.7％
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● ‌�西武新宿線「武蔵関」駅徒歩約８分。店舗、事業所、共同
住宅等が連たんする「青梅街道」沿いの地域に所在し
ています。

● ‌�ファミリー向けを中心タイプとする総戸数48戸（店舗
除く）の、店舗付賃貸マンションで、１・２階には店舗が入
居しています。

● ‌�生活利便施設も整っており、ファミリー層にとっては利
便性の高い地域で、一定の市場競争力を有しています。

● ‌�JR京葉線「稲毛海岸」駅徒歩約１分。交通アクセス、視
認性や顧客の回遊性に優れた立地に所在しています。

● ‌�近隣地域及びその周辺は、近隣居住者の利用する
ショッピングセンターや日用品店舗・飲食店舗・クリニッ
ク・事務所等が入居する複合ビルが建ち並び、背後には
住宅地が広がる、集客性の高い成熟した商業地域です。

● ‌�近時のテナントニーズに対応した仕様・設備水準を概
ね備えています。

● ‌�西武池袋線「東久留米」駅徒歩約５分に所在する単身
者向けの賃貸マンションです。

● ‌�当物件から駅前にかけては比較的繁華性が高く、駅へ
の接近性も良好なことから、単身者にとって利便性の
高い立地です。

● ‌�店舗１戸、住戸192戸のほか、ランドリー室、談話室等を
備えています。

所 在 地
ア ク セ ス
取 得 価 格
鑑 定 評 価 額
鑑定NOI利回り
稼 働 率
敷 地 面 積
延 床 面 積
構 造 / 階 数
建 築 時 期

東京都練馬区関町北二丁目
西武新宿線 武蔵関駅 徒歩約８分
1,880百万円
1,880百万円
5.38%
95.3%（2017年11月30日時点）
2,475.07㎡
4,563.79㎡
鉄骨鉄筋コンクリート造/地上8階
1992年3月

所 在 地
ア ク セ ス
取 得 価 格
鑑 定 評 価 額
鑑定NOI利回り
稼 働 率
敷 地 面 積
延 床 面 積
構 造 / 階 数
建 築 時 期

東京都東久留米市東本町
西武池袋線 東久留米駅 徒歩約5分
1,650百万円
1,670百万円
5.69%
95.0%（2017年11月30日時点）
 1,057.78㎡
4,374.55㎡
鉄骨鉄筋コンクリート造/地上10階
1989年9月

● ‌�横浜市営地下鉄ブルーライン「伊勢佐木長者町」駅か
ら徒歩約１分、JR京浜東北線・根岸線「関内」駅まで徒
歩約７分と複数路線が利用可能なオフィスビルです。

● ‌�「東京」駅までは「横浜」駅で東海道本線に乗り換えて
約45分、「横浜」駅までは約７分と交通の利便性は概
ね良好です。OAフロア化が実施され、個別空調や機械
警備の導入により24時間利用可能となっており、相応
のテナントニーズを満たしています。

所 在 地
ア ク セ ス

取 得 価 格
鑑 定 評 価 額
鑑定NOI利回り
稼 働 率
敷 地 面 積
延 床 面 積
構 造 / 階 数

建 築 時 期

神奈川県横浜市中区長者町四丁目
横浜市営地下鉄ブルーライン 
伊勢佐木長者町駅 徒歩約1分
1,300百万円
1,350百万円
5.42%
84.0%（2017年11月30日時点）
466.38㎡
3,091.23㎡
鉄筋コンクリート・鉄骨鉄筋コンクリート造/
地下1階・地上7階
1993年7月

所 在 地
ア ク セ ス
取 得 価 格
鑑 定 評 価 額
鑑定NOI利回り
稼 働 率
敷 地 面 積
延 床 面 積
構 造 / 階 数
建 築 時 期

千葉県千葉市美浜区高洲三丁目
JR京葉線 稲毛海岸駅 徒歩約1分
1,400百万円
1,410百万円
6.07%
95.5％（2017年11月30日時点）
 1,104.14㎡
4,059.79㎡
鉄骨造/地下1階・地上5階
1986年5月

住宅 ツイン・アベニューRd-12

スポンサーパイプライン

住宅 マイルストン東久留米Rd-13

スポンサーパイプライン

オフィス 長者町デュオビルO-10

スポンサーパイプライン

商業施設 和紅ビルRt-04

スポンサーパイプライン
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● ‌�相鉄いずみ野線「弥生台」駅より徒歩約10分に存する賃貸マンションです。

● ‌�駅前エリアにはスーパーマーケット、金融機関店舗、学習塾、飲食店舗など
が建ち並び、更に近隣地域の接面道路沿いにも総合病院、スーパーマー
ケット、ドラッグストア、コンビニエンスストア、各種飲食・サービス店舗等が
建ち並んでいます。加えて小・中学校や公園等も徒歩圏内に存し、ファミリー
層にとって主要施設への接近性は比較的良好で、選好性の高い地域です。

● ‌�１階が店舗、２階以上が住戸となっており、住戸は全て南向き、間取りは中間
住戸が約70㎡の3LDKタイプ、東西の角住戸が共に約80㎡の4LDKタイ
プとなっています。角住戸は西側又は東側にもバルコニーがあり日照条件
は良好です。

● ‌�JR総武線「下総中山」駅より徒歩約９分、京成電鉄本線
「東中山」駅より徒歩約10分、東京メトロ東西線「西船橋」
駅より徒歩約12分と、複数路線が利用可能です。

● ‌�「西船橋」駅から東京メトロ東西線「日本橋」駅まで約20
分、「下総中山」駅から総武線「秋葉原」駅まで約25分と
都心への接近性は比較的良好です。

● ‌�近隣地域は区画整然とした街並みの住宅地域であり、高
層建物もなく比較的閑静な住宅街となっており、住環境
は良好です。全ての住宅戸が、70㎡台前半の広さを有す
る3LDKのマンションです。

● ‌�JR京浜東北線（京浜東北・根岸線）「与野」駅より徒歩約
９分、JR埼京線「与野本町」駅より徒歩約８分に存する賃
貸マンションです。

● ‌�「与野」駅からJR京浜東北線利用で「上野」駅まで約33分、
「東京」駅まで約39分など都心への接近性は良好です。

● ‌�「与野」駅周辺にはスーパーマーケット等の店舗が存する
他、国道17号線を中心とする幹線道路沿いにはファミ
リーレストラン等の路線型商業地域が連なっています。
また、大型ショッピングセンターや、小中学校等の教育施
設、中央区役所、病院等も徒歩圏内に存し、利便性が高い
地域です。

● ‌�１階～４階が住宅で、約20㎡のワンルームタイプが中心
です。各住戸にトランクルームが割当てられており収納
面の差別化が図られています。

所 在 地
ア ク セ ス

取 得 価 格
鑑 定 評 価 額
鑑定NOI利回り
稼 働 率
敷 地 面 積
延 床 面 積
構 造 / 階 数
建 築 時 期

神奈川県横浜市泉区西が岡一丁目
相鉄いずみ野線 弥生台駅 徒歩約10分
JR東海道本線 戸塚駅バス約16分

（バス停：親善病院前）下車徒歩約2分
710百万円
725百万円
5.84%
92.5%（2017年11月30日時点）
 1,525.84㎡
2,905.27㎡
鉄筋コンクリート造/地上7階
1989年2月

所 在 地
ア ク セ ス

取 得 価 格
鑑 定 評 価 額
鑑定NOI利回り
稼 働 率
敷 地 面 積
延 床 面 積
構 造 / 階 数
建 築 時 期

埼玉県さいたま市中央区下落合六丁目
JR京浜東北線（京浜東北・根岸線）与野駅
徒歩約9分
JR埼京線 与野本町駅 徒歩約8分
600百万円
603百万円
5.71%
94.5%（2017年11月30日時点）
1,060.29㎡
1,998.99㎡
鉄筋コンクリート造/地上4階
1990年11月

● ‌�JR京浜東北線「蕨」駅より徒歩約16分、バス利用で約５
分程度。3LDKの62.4㎡タイプを中心とする賃貸マン
ションです。

● ‌�近隣地域周辺には「イオンモール川口前川」が存し、日用
品からファッション、家電、家具等が揃っています。また、
スーパーマーケットやドラッグストア、コンビニエンスス
トアも比較的近隣に存する他、小中学校、病院等も徒歩圏
内にあり、ファミリー層にとって主要施設へ接近性は良好
です。

● ‌�地域においてファミリー層の需要を満たすグレードのマ
ンションは少なく、そのような点で対象不動産は地域に
おける高い競争力を有しています。

所 在 地
ア ク セ ス

取 得 価 格
鑑 定 評 価 額
鑑定NOI利回り
稼 働 率
敷 地 面 積
延 床 面 積
構 造 / 階 数
建 築 時 期

千葉県船橋市二子町
JR総武線 下総中山駅 徒歩約9分
京成電鉄本線 東中山駅 徒歩約10分
東京メトロ東西線 西船橋駅 徒歩約12分
860百万円
870百万円
5.80%
100.0%（2017年11月30日時点）
2,042.96㎡
2,894.04㎡
鉄筋コンクリート造/地上6階
1991年2月

所 在 地
ア ク セ ス
取 得 価 格
鑑 定 評 価 額
鑑定NOI利回り
稼 働 率
敷 地 面 積
延 床 面 積
構 造 / 階 数
建 築 時 期

埼玉県川口市芝一丁目
JR京浜東北線 蕨駅 徒歩約16分
1,420百万円
1,470百万円
5.82%
96.7%（2017年11月30日時点）
3,129.63㎡
5,843.16㎡
鉄筋コンクリート造/地上7階
1994年9月 親善病院前

バス停

住宅 クエスト山手台Rd-16

スポンサーパイプライン
住宅 ルミエール3番館Rd-14

スポンサーパイプライン

住宅 T’s  garden西船橋Rd-15

スポンサーパイプライン
住宅 サンセール与野本町Rd-17

スポンサーパイプライン
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物件
番号

第7期
取得
物件

物件名称
築年数
（年）
(注)

所在地 取得価格
（百万円）

投資比率
（%）
(注)

不動産
鑑定評価額
（百万円）

稼働率
（%）
(注)

O-01 多摩センタートーセイビル 28.3 東京都多摩市 3,370 7.3 3,550 100.0
（80.6）

O-02 KM新宿ビル 26.1 東京都新宿区 2,057 4.5 2,460 100.0

O-03 日本橋浜町ビル 27.0 東京都中央区 1,830 4.0 2,120 100.0

O-04 関内トーセイビルⅡ 33.7 神奈川県横浜市 4,100 8.9 4,570 100.0

O-05 西葛西トーセイビル 23.8 東京都江戸川区 1,710 3.7 1,920 100.0

O-06 新横浜センタービル 26.9 神奈川県横浜市 1,364 3.0 1,620 100.0

O-07 西台NCビル 25.6 東京都板橋区 1,481 3.2 1,690 94.4

O-08 JPT元町ビル 26.0 神奈川県横浜市 2,377 5.2 2,630 100.0
（100.0）

O-09 白山麻の実ビル 24.3 東京都文京区 1,380 3.0 1,410 91.7

O-10 ● 長者町デュオビル 24.3 神奈川県横浜市 1,300 2.8 1,350 89.4

オフィス 小計 20,969 45.6 23,320 98.6

Rt-01 稲毛海岸ビル 24.9 千葉県千葉市 2,380 5.2 2,540 100.0

Rt-02 武蔵藤沢トーセイビル 20.2 埼玉県入間市 1,950 4.2 2,110 100.0
（87.3）

Rt-03 セレクション初富 14.4 千葉県鎌ケ谷市 310 0.7 339 100.0

Rt-04 ● 和紅ビル 31.5 千葉県千葉市 1,400 3.0 1,410 95.5

商業施設 小計 6,040 13.1 6,399 99.2

Rd-01 T's garden高円寺 6.8 東京都杉並区 1,544 3.4 1,940 100.0

Rd-02 ライブ赤羽 28.6 東京都北区 1,227 2.7 1,480 100.0

Rd-03 月光町アパートメント 9.6 東京都目黒区 1,000 2.2 1,130 100.0

Rd-04 T's garden川崎大師 8.8 神奈川県川崎市 980 2.1 1,120 97.6

Rd-05 アビタート蒲田 26.4 東京都大田区 836 1.8 900 100.0

Rd-06 マーランドファイブ 27.5 埼玉県富士見市 830 1.8 867 95.4

Rd-07 アブニール白妙 22.7 神奈川県横浜市 780 1.7 898 93.6

Rd-08 ドミトリー原町田 25.3 東京都町田市 600 1.3 689 94.3

Rd-09 SEA SCAPE千葉みなと 9.6 千葉県千葉市 2,800 6.1 3,040 92.6

Rd-10 プライムガーデン 22.7 千葉県鎌ケ谷市 600 1.3 619 100.0

Rd-11 T's garden新小岩 19.6 東京都葛飾区 670 1.5 696 96.7

Rd-12 ● ツイン・アベニュー 25.7 東京都練馬区 1,880 4.1 1,880 95.3

Rd-13 ● マイルストン東久留米 28.1 東京都東久留米市 1,650 3.6 1,670 95.6

Rd-14 ● ルミエール3番館 23.1 埼玉県川口市 1,420 3.1 1,470 96.7

Rd-15 ● T's garden西船橋 26.7 千葉県船橋市 860 1.9 870 94.4

Rd-16 ● クエスト山手台 28.7 神奈川県横浜市 710 1.5 725 92.5

Rd-17 ● サンセール与野本町 27.0 埼玉県さいたま市 600 1.3 603 95.9

住宅 小計 18,987 41.3 20,597 96.2

合計/平均 24.1 45,996 100.0 50,316 97.6

（注）	�本表における数値は2017年10月31日時点のものですが、第７期取得８物件の「不動産鑑定評価額」は2017年８月31日時点のものです。また、「稼働率」の
括弧書きはマスターリース会社とエンドテナントとの間で実際に賃貸借契約が締結され賃貸が行われている面積の合計が占める割合です。

ポ ー ト フ ォ リ オ マ ッ プ（2017年11月2日現在） ポ ー ト フ ォ リ オ 一 覧（2017年11月2日現在）

ポートフォリオの概要



区分 借入先
変動
固定
区分

利率 借入金額
（百万円） 返済期限

短期

株式会社
三菱東京UFJ銀行をアレ
ンジャーとする
シンジケート団

変動

基準金利
（全銀協１か月日本円TIBOR）
＋0.20％

1,600 2018年10月31日

長期

基準金利
（全銀協１か月日本円TIBOR）
＋0.30％

800 2020年5月29日

基準金利
（全銀協１か月日本円TIBOR）
＋0.35％

400 2020年11月30日

固定

0.80424％ 700 2021年10月29日

1.16184％ 1,800 2023年10月31日

区分 借入先
変動
固定
区分

利率 借入金額
（百万円） 返済期限

長期

株式会社
三菱東京UFJ銀行を
アレンジャーとする
シンジケート団

固定 0.92671% 2,000 2022年10月31日

借 換 え の 概 要
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（注１）‌�「平均借入金利」は、既存借入に適用される金利を各借入金額に基づいて加重平均した数値の小数第３位を四捨五入して記載しています。
（注２）‌�「固定金利比率」とは、借入金総額に占める固定金利による借入金総額の割合をいいます。なお、金利スワップによる金利の固定がなされている場合には、

当該有利子負債については固定金利による有利子負債として算定して記載しています。
（注３）‌‌�「長期借入比率」とは、借入金総額に占める長期借入の割合をいい、「長期借入」とは、借入期間が１年超の借入をいいます。
（注４）「平均残存年数」は、返済期限までの期間につき、各借入金額に基づいて加重平均した数値を記載しています。
（注５）‌�「LTV」とは、各期末時点の総資産額のうち有利子負債の占める割合をいいます。小数第2位を四捨五入して記載しています。なお、借換え後のLTVについて

は、第７期末における予想総資産のうち、有利子負債の占める割合を記載しています。

● 主要な財務指標

● 借入金返済期限の分散状況● 総資産LTV及び鑑定LTV（注）の推移● 平均借入金利及び平均残存年数の変化

借 入 金 の 状 況 新 規 借 入 の 概 要

財 務 運 営

2017年4月期
（第5期末）

2017年10月期
（第6期末）

借換え後
（2017年11月30日現在）

有利子負債残高 187億円 187億円 240億円

平均借入金利
（注1） 0.84% 0.84% 0.84％

固定金利比率
（注2） 67.4% 67.4% 62.9％

長期借入比率
（注3） 100.0% 100.0% 93.3％

平均残存年数
（注4） 3.4年 2.9年 3.3年

LTV
（注5） 46.4% 46.3% 47.2％

2017年10月31日時点
（第6期末）

2017年11月30日現在

（年）（%）
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0.6
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■ 平均残存年数（右軸） 平均借入金利（左軸）ー

2015年
4月期
（第１期）

2015年
10月期
（第２期）

2016年
4月期

（第３期）

2017年
10月期
（第６期）

2017年
4月期

（第5期）

2016年
10月期
（第４期）

（%）

35
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39

41
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55
総資産LTV　　 鑑定LTVー ー

43.6 43.3
41.7

46.3

43.1
41.1

42.2
40.7

46.1 46.4 47.2

44.1
45.9

44.9

借換え後
2017年

11月30日現在

（注）�「鑑定LTV」とは、本投資法人の資産総額に含み益を加えた額に対する有利子負債の割
合をいいます。借換え後の数値は見込みの数値であり、実際のものと一致するとは限
りません。
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一般事務（機関運営）受託者
投資主名簿等管理人

資産保管会社
三菱UFJ信託銀行株式会社

一般事務（会計・税務）受託者
税理士法人平成会計社

本資産運用会社の
親会社の子会社

トーセイ・コミュニティ株式会社

本資産運用会社
トーセイ・アセット・アドバイザーズ

株式会社

投資主総会

会計監査人
新創監査法人

資産運用委託契約
一般事務委託契約（機関運営事務）／
投資口事務代行委託契約／
資産保管業務委託契約
会計事務委託契約
不動産信託受益権売買契約
スポンサーサポート等に関する覚書
本投資法人の運用資産である不動産
信託受益権に係る信託受託者との間
における当該信託の信託財産である
不動産に係る不動産賃貸借契約（マ
スターリース契約）及びプロパティ・マ
ネジメント業務委託契約

本資産運用会社の
親会社・スポンサー
トーセイ株式会社

イ

イ

ロ

ロ

ハ

ハ

ニホ

ホ

ニ

へ

へ

役員会
執行役員：黒山 久章
監督役員：菅谷 貴子
監督役員：田島 照久

商号 トーセイ・アセット・アドバイザーズ株式会社

設立年月日 2005年9月28日

資本金 100百万円

株主 トーセイ株式会社（100％）

代表取締役会長
代表取締役社長

中村　博
藤永　明彦

許認可等

第二種金融商品取引業、投資助言・代理業
投資運用業（関東財務局長（金商）第363号）
取引一任代理等認可（国土交通大臣第52号）
宅地建物取引業免許（東京都知事（3）第85736号）
不動産特定共同事業許可（金融庁長官・国土交通大臣第70号）

ト ー セ イグ ル ー プ とは 本 投 資 法 人 の 概 要

本 資 産 運 用 会 社 の 概 要

トーセイ本来の事業領域に係る不動産の流れ 本投資法人の保有する不動産に対するサポートの流れ本投資法人に係る不動産の流れ

ウェアハウジングサポート

ソーシング
サポート

本投資法人
取得に先立つ
バリュー
アップ実施

優先交渉権
の付与

リーシングサポート

コンストラクション・
マネジメントサポート

中長期保有

リニューアル機能
短期保有機能

（不動産流動化事業）

不動産マーケット

■ 不動産流動化事業
■ 不動産開発事業
■ 不動産賃貸事業 

■ 不動産ファンド・コンサルティング事業
■ 不動産管理事業

（連結）

419億円69.8％
8.3％
11.0％

5.1％
5.9％

■ 不動産流動化事業

■ 不動産ファンド・コンサルティング事業■ 不動産開発事業

トーセイグ ル ープ(注）によるスポンサーサポート
本投資法人及び本資産運用会社は、スポンサーであるトーセイ株式会社との間のスポンサーサポート等に
関する覚書に基づき、外部成長支援策及び内部成長支援策としてトーセイ株式会社より提供される各
サポートを戦略的に活用し、外部成長及び内部成長を目指します。

ス ポン サ ー サ ポ ート 並 び に 本 投 資 法 人 及 び ス ポン サ ー 間 の 機 能 区 分

ト ー セ イグ ル ープ の 事 業 概 要 及 び 実 績

(注）「トーセイグループ」とは、トーセイ並びにその子会社及び関連会社をいいます。以下同じです。

● トーセイグループの5事業によるポートフォリオ経営

● トーセイグループの事業セグメント別売上高比率
（2017年11月期第3四半期）

■ 不動産管理事業

（注）比率は小数第2位を四捨五入しているため、合計が100.0％にならないことがあります。
（出所）‌�トーセイ株式会社の2017年11月期第3四半期決算短信より本資産運用会社にて作成

（なお、各事業セグメントの比率は内部取引消去後の売上高に基づき計算しています）。

■ 不動産賃貸事業

株主総会

取締役会

取締役会長

取締役社長

私募ファンド運用本部

私募ファンド運用本部
投資運用委員会

REIT運用本部
投資運用委員会

リスク･コンプライアンス委員会

リスク･コンプライアンス室内部監査室

監査役

リレーションシップ・
マネジメント部

ファンド・
マネジメント部

アセット・
マネジメント
第一部

アセット・
マネジメント
第二部

アセット・
マネジメント
第三部

ストラクチャード・
ファイナンス部

プリンシパル・
インベストメント部 投資運用部事業開発部 財務企画部 経営管理部

REIT運用本部
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Ⅰ. 資 産 運 用 報 告

資 産 運 用 の 概 況

〈1〉投 資 法 人 の 運 用 状 況 等 の 推 移

期　別
第2期 第3期 第4期 第5期 第6期

自 2015年 5月 1日
至 2015年10月31日

自 2015年11月 1日
至 2016年 4月30日

自 2016年 5月 1日
至 2016年10月31日

自 2016年11月 1日
至 2017年 4月30日

自 2017年 5月 1日
至 2017年10月31日

営業収益 （百万円） 798 1,245 1,337 1,616 1,633
（うち不動産賃貸事業収益） （百万円） （798） （1,245） （1,337） （1,616） （1,633）
営業費用 （百万円） 456 632 694 824 878

（うち不動産賃貸事業費用） （百万円） （355） （522） （563） （685） （731）
営業利益 （百万円） 342 613 643 791 754
経常利益 （百万円） 287 517 543 658 620
当期純利益 （百万円） 286 516 542 657 619
総資産額 （百万円） 19,996 33,695 34,428 40,291 40,351

（対前期比） （％） （0.5） （68.5） （2.2） （17.0） （0.1）
純資産額 （百万円） 9,801 17,006 17,043 19,389 19,357

（対前期比） （％） （0.9） （73.5） （0.2） （13.8） （△0.2）
出資総額 （百万円） 9,525 16,521 16,521 18,745 18,745
出資総額（純額） （百万円） 9,525 16,521 16,490 18,725 18,731
発行済投資口の総口数 （口） 96,000 161,000 161,000 183,200 183,200
1口当たり純資産額 （円） 102,103 105,631 105,860 105,837 105,665
1口当たり当期純利益 （注4） （円） 2,986 3,330 3,371 3,591 3,382
分配金総額 （百万円） 286 516 542 658 619
1口当たり分配金 （円） 2,986 3,208 3,371 3,592 3,382

（うち1口当たり利益分配金） （円） （2,986） （3,014） （3,371） （3,592） （3,382）
（うち1口当たり利益超過分配金） （注5） （円） （―） （194） （―） （―） （―）
総資産経常利益率 （注6） （％） 1.4 1.9 1.6 1.8 1.5

（年換算値） （注7） （％） （2.9） （3.9） （3.2） （3.6） （3.1）
自己資本利益率 （注6） （％） 2.9 3.9 3.2 3.6 3.2

（年換算値） （注7） （％） （5.8） （7.8） （6.3） （7.3） （6.3）
自己資本比率 （注6） （％） 49.0 50.5 49.5 48.1 48.0

（対前期比増減） （％） （0.2） （1.5） （△1.0） （△1.4） （△0.1）
配当性向 （注6） （％） 99.9 93.9 99.9 100.0 99.9

【その他参考情報】
当期運用日数 （日） 184 182 184 181 184
期末投資物件数 （件） 12 17 18 23 23
期末テナント数 （注8） （件） 385 553 572 671 670
期末稼働率 （注9） （％） 97.5 96.5 98.1 98.4 98.4
減価償却費 （百万円） 91 159 168 207 204
資本的支出額 （百万円） 31 32 50 47 51
賃貸NOI（Net Operating Income） （注6）（百万円） 534 882 942 1,139 1,106
FFO（Funds from Operation） （注6） （百万円） 378 675 711 865 823
1口当たりFFO （注6） （円） 3,940 4,198 4,417 4,726 4,495
有利子負債額 （百万円） 9,169 14,869 15,469 18,700 18,700
期末総資産有利子負債比率（LTV） （％） 45.9 44.1 44.9 46.4 46.3

（注1）	�トーセイ・リート投資法人（以下「本投資法人」といいます。）の営業期間は、毎年5月1日から10月末日まで及び11月1日から翌年4月末日
までの各6か月間です。

（注2）	�営業収益等には消費税等は含まれていません。
（注3）	�以下の文中において記載する数値、比率及び年数は、別途注記する場合を除き、数値については単位未満（小数を記載した場合は記載

した位未満）を切り捨てて記載し、比率及び年数については小数第2位を四捨五入して記載しています。したがって、各項目の数値又は
比率の合計が全体と一致しない場合があります。

（注4）	�「1口当たり当期純利益」は、当期純利益を日数による加重平均投資口数で除することにより算定しています。なお、加重平均投資口数
は、第2期が96,000口、第3期が155,132口、第4期が161,000口、第5期が183,200口、第6期が183,200口です。

（注5）	�2016年4月期の1口当たり利益超過分配金194円のうち、一時差異等調整引当額は194円です。税法上の出資等減少分配はありませ
ん。

（注6）	以下の算定式により算出しています。
総資産経常利益率 経常利益÷｛（期首総資産額＋期末総資産額）÷2｝×100
自己資本利益率 当期純利益÷｛（期首純資産額＋期末純資産額）÷2｝×100
自己資本比率 期末純資産額÷期末総資産額×100

配当性向

1口当たり分配金÷1口当たり当期純利益×100
ただし、第3期及び第5期の配当性向については、期中に公募増資を行ったことに
より、期中の投資口数に変動が生じているため、次の算式により計算しています。
分配金総額（利益超過分配金を含みません。）÷当期純利益×100
また、2016年4月期の配当性向を、配当性向＝分配金総額（利益超過分配金を含
みます。）÷当期純利益×100で算出すると99.9％となります。
なお、小数第1位未満を切り捨てて表示しています。

賃貸NOI（Net Operating Income） 不動産賃貸事業収益－不動産賃貸事業費用＋減価償却費
FFO（Funds from Operation） 当期純利益＋減価償却費－不動産等売却損益
1口当たりFFO FFO÷発行済投資口の総口数

（注7）	第2期についてはその実日数184日（2015年5月1日から2015年10月31日まで）に基づいて年換算値を算出しています。
	 第3期についてはその実日数182日（2015年11月1日から2016年4月30日まで）に基づいて年換算値を算出しています。
	 第4期についてはその実日数184日（2016年5月1日から2016年10月31日まで）に基づいて年換算値を算出しています。
	 第5期についてはその実日数181日（2016年11月1日から2017年4月30日まで）に基づいて年換算値を算出しています。
	 第6期についてはその実日数184日（2017年5月1日から2017年10月31日まで）に基づいて年換算値を算出しています。

（注8）	�「期末テナント数」は、各運用資産に係る各賃貸借契約に表示された各建物毎の賃貸借契約上のテナント数（倉庫、看板、駐車場等は含
みません。）の合計を記載しています。当該資産につきパススルー型のマスターリース契約が締結されている場合には、テナント数は
エンドテナントの総数を用いて算出し、賃料固定型のマスターリース契約が締結されている物件又は区画については、テナント数を1
として計算しています。なお、「マスターリース契約」（以下「ML契約」ということがあります。）とは、賃貸人とテナントとの間に別の賃借
人（マスターレッシー（以下「ML会社」といいます。））を介在させ、投資不動産を賃貸する契約形態をいいます。「賃料固定型マスター
リース契約」（以下「賃料固定型ML契約」ということがあります。）とは、マスターリース契約のうちテナントの賃料の変動にかかわらず
一定の賃料を受け取る契約形態をいいます。「パススルー型マスターリース契約」（以下「パススルー型ML契約」ということがありま
す。）とは、マスターリース契約のうちテナントからの賃料を原則としてそのまま受け取る契約形態をいいます。以下同じです。

（注9）	�「期末稼働率」は、期末日現在における各運用資産に係る賃貸可能面積に対して賃貸面積が占める割合を記載しています。「賃貸可能
面積」及び「賃貸面積」の定義については、後記「投資法人の運用資産の状況 （2）主要な保有資産」をご参照ください。

〈 2 〉当 期 の 資 産 の 運 用 の 経 過
① 投 資 法 人 の 主 な 推 移
　本投資法人は、投資信託及び投資法人に関する法律（昭和26年法律第198号。その後の改正を含みます。）（以
下「投信法」といいます。）に基づき、トーセイ・アセット・アドバイザーズ株式会社（以下「本資産運用会社」といいま
す。）を設立企画人として、2014年9月4日に出資金960百万円（9,600口）で設立され、2014年9月22日に関東
財務局への登録が完了しました（登録番号関東財務局長第96号）。
　2014年11月26日に公募による新投資口の発行（86,400口）を行い、翌27日付で株式会社東京証券取引所

（以下「東京証券取引所」といいます。）不動産投資信託証券市場（以下「J−REIT市場」（注）といいます。）に上場（銘
柄コード3451）しました。当期末現在において、発行済投資口の総口数は183,200口となっています。

（注）	� 「J-REIT」とは、上場不動産投資法人をいいます。また、「J−REIT市場」とは、東京証券取引所が開設する不動産投資信託証券市場をい
います。以下同じです。

② 投 資 環 境 と 運 用 実 績
投資環境：
　当期（2017年10月期）におけるわが国の経済は、海外経済が緩やかに成長を続けるもとで、きわめて緩和的な
金融環境と政府の大型経済対策の効果を背景に、景気の拡大が続いています。企業収益や業況感が改善するな
かで設備投資はゆるやかな増加基調にあり、また、雇用・所得環境の着実な改善を背景に個人消費は底堅さを増
し、住宅投資は横ばい圏内の動きとなっています。
　不動産投資市場におきましては、投資需要は継続して高いものの、投資機会は限定的となっています。とりわ
け都心5区（注1）の投資割合は減少傾向にありますが、一方で、東京都を除く東京経済圏（注2）の投資割合は増加傾
向を示しています。また、J−REITが保有する資産の評価額は上昇幅が縮小しつつも依然上昇を示しています。
　不動産賃貸市場において、引き続き、東京ビジネス地区（都心5区）のオフィス空室率は前年同期に比べ低い水
準で推移しており、平均賃料も微増傾向を継続しています（三鬼商事調べ）。東京経済圏における賃貸住宅の空室
率は低水準で推移し賃料単価も高水準を維持しています。
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運用実績：
　このような環境において、本投資法人は、当期末現在においては、計23物件、取得価格（注3）合計36,176百万
円を保有しています。また、当期末現在における当該運用資産の稼働率は98.4％です。

（注1）	「都心5区」とは、千代田区、中央区、港区、新宿区及び渋谷区の総称をいいます。以下同じです。
（注2）	‌「東京経済圏」とは、東京都、神奈川県、埼玉県及び千葉県の総称をいいます。以下同じです。
（注3）	「取得価格」は、各運用資産に係る不動産信託受益権売買契約書に記載された売買代金を記載しています。なお、当該売買代金には、

消費税及び地方消費税並びに取得に要する諸費用は含みません。以下同じです。

③ 資 金 調 達 の 概 要
　本投資法人は資産取得に係る資金調達について、収益の確保及び資産価値の持続的な成長を念頭に置き、中
長期的に安定的かつ健全な財務基盤を構築することを基本方針としています。当期中には、新規物件の取得に伴
う資金調達や返済期限の到来する借入金はありませんでした。
　当期末現在、出資総額は18,745百万円、有利子負債の残高は18,700百万円となりました。これにより、当期末
時点での資産総額のうち有利子負債の占める割合（以下「LTV」といいます。）は46.3％となりました。

④ 業 績 及 び 分 配 の 概 要
　上記運用の結果、当期の業績は、営業収益1,633百万円（前期比1.0％増）、営業利益754百万円（前期比4.7％
減）となり、借入金の支払利息等の経費を控除した経常利益は620百万円（前期比5.8％減）、当期純利益は619
百万円（前期比5.8％減）となりました。
　当期の分配金については、本投資法人の規約に定める分配方針に従い、投資法人の税制の特例（租税特別措
置法（昭和32年法律第26号。その後の改正を含みます。）（以下「租税特別措置法」といいます。）第67条の15）の
適用により、利益分配金の最大額が損金算入されることを企図して、投資口1口当たりの分配金が1円未満となる
端数を除く投信法第136条第1項に定める利益から一時差異等調整引当額の戻入れ額を控除した額の概ね全額
を分配することとし、この結果、投資口1口当たりの利益分配金は3,382円となりました。

〈 3 〉増 資 等 の 状 況
　本投資法人設立から当期末までの出資総額及び発行済投資口の総口数の増減は、以下のとおりです。

年月日 摘要
発行済投資口の総口数（口） 出資総額（百万円）（注7）

備考
増減 残高 増減 残高

2014年 9月 4日 私募設立 9,600 9,600 960 960 （注1）
2014年11月26日 公募増資 86,400 96,000 8,565 9,525 （注2）
2015年11月16日 公募増資 61,900 157,900 6,662 16,187 （注3）
2015年12月16日 第三者割当増資 3,100 161,000 333 16,521 （注4）
2016年11月 1日 公募増資 22,200 183,200 2,224 18,745 （注5）

（注1）	本投資法人の設立に際して、1口当たり発行価額100,000円にて投資口を発行しました。
（注2）	‌�1口当たり発行価格103,000円（発行価額99,137円）にて、新規物件の取得資金の調達等を目的として、公募により新投資口を発行し

ました。
（注3）	‌�1口当たり発行価格111,637円（発行価額107,629円）にて、新規物件の取得資金の調達等を目的として、公募により新投資口を発行

しました。
（注4）	‌�1口当たり発行価額107,629円にて、将来の新規物件の取得資金の調達等を目的として、第三者割当により新投資口を発行しました。
（注5）	‌�1口当たり発行価格103,938円（発行価額100,206円）にて、新規物件の取得資金の調達等を目的として、公募により新投資口を発行

しました。
（注6）	‌�投信法第94条において準用する会社法第308条第2項の規定により議決権を有しない投資口（自己保有投資口）又は投信法施行規

則第160条の規定により議決権を有しない投資口（相互保有投資口）はありません。
（注7）	‌�一時差異等調整引当額に係る利益超過分配の実施に伴う出資総額の変動は考慮していません。

【投資証券の取引所価格の推移】
　本投資法人の投資証券が上場する東京証券取引所不動産投資信託証券市場における期別の最高・最低価格

（終値）は以下のとおりです。

期　別
第2期

自 2015年 5月 1日（至 2015年10月31日）
第3期

自 2015年11月 1日（至 2016年 4月30日）
第4期

自 2016年 5月 1日（至 2016年10月31日）
第5期

自 2016年11月 1日（至 2017年 4月30日）
第6期

自 2017年 5月 1日（至 2017年10月31日）
最　高（円） 134,400 125,700 118,300 111,200 111,900
最　低（円） 108,900 114,000 104,500   99,200 101,800

〈 4 〉分 配 金 等 の 実 績
　当期の投資口1口当たり分配金は、3,382円としています。
　利益分配金（利益超過分配金は含みません。）については、税制の特例（租税特別措置法第67条の15第1項）の
適用により、利益分配金の最大額が損金算入されることを企図して、投資口1口当たりの利益分配金が1円未満と
なる端数部分を除いた、投資信託及び投資法人に関する法律第136条第1項に定める利益から一時差異等調整
引当額の戻入れ額を控除した額の概ね全額を分配することとし、この結果、投資口1口当たり利益分配金（利益超
過分配金は含みません。）を3,382円としました。

期　別
第2期 第3期 第4期 第5期 第6期

自 2015年 5月 1日（至 2015年10月31日） 自 2015年11月 1日（至 2016年 4月30日） 自 2016年 5月 1日（至 2016年10月31日） 自 2016年11月 1日（至 2017年 4月30日） 自 2017年 5月 1日（至 2017年10月31日）
当期純利益総額 （千円） 286,657 516,621 542,755 657,996 619,634
当期未処分利益総額 （千円） 286,695 516,660 574,162 678,802 634,430
利益留保額 （千円） 39 31,406 20,805 14,796 7,886
金銭の分配金総額 （千円） 286,656 516,488 542,731 658,054 619,582

（1口当たり分配金） （円） （2,986） （3,208） （3,371） （3,592） （3,382）
うち利益分配金総額 （千円） 286,656 485,254 542,731 658,054 619,582

（1口当たり利益分配金） （円） （2,986） （3,014） （3,371） （3,592） （3,382）
うち出資払戻総額 （千円） ― 31,234 ― ― ―

（1口当たり出資払戻額） （円） （―） （194） （―） （―） （―）
出資払戻総額のうち一時
差異等調整引当額からの
分配金総額

（千円） ― 31,234 ― ― ―

（1口当たり出資払戻額の
うち1口当たり一時差異
等調整引当額分配金）

（円） （―） （194） （―） （―） （―）

出資払戻総額のうち税法
上の出資等減少分配から
の分配金総額

（千円） ― ― ― ― ―

（1口当たり出資払戻額の
うち税法上の出資等減少
分配からの分配金）

（円） （―） （―） （―） （―） （―）

〈 5 〉今 後 の 運 用 方 針
① 想 定 さ れ る 将 来 動 向
　政府の各種経済政策や緩和的な金融環境のもと、国内のJ−REIT各社を含む法人、個人及び機関投資家に加
え、海外企業や投資ファンドなどによる日本の不動産への投資はさらに継続すると考えられ、当面は、不動産売買
市場における取得競争や不動産の売買価格の上昇傾向が一定程度続くものと見込まれます。
　また、不動産賃貸市場においては、前述の政府による施策等の効果により経済の緩やかな増加が続くものと想
定されるなか、東京経済圏におけるオフィス、商業施設及び住宅の賃貸市場は、稼働率及び賃料単価の双方で、
緩やかながらもさらなる改善傾向で推移するものと考えられます。

② 今 後 の 運 用 方 針 及 び 対 処 す べ き 課 題
（イ） 運用方針：
　本投資法人は、日本の不動産市場に存在する「膨大な既存建築ストック」（注1）の活用・再生を目的に、取得競合
が相対的に少なくかつ高利回りが期待可能なエリアに所在する競争力の高い不動産、又は築年数にとらわれな
い高ポテンシャルを有する不動産を主な投資対象として、トーセイ株式会社（以下「スポンサー」又は「トーセイ」
といいます。）のコア・コンピタンス（注2）である「目利き力」（注2）、「リーシング力」（注2）、「再生力」（注2）を活用した運
用・投資を行っています。
　所在エリアや築年数の観点から相対的に高いキャップレート（注3）が要求されると考えられる不動産のうち、高
いテナント誘致力や底堅い賃貸需要等を中長期的に見込める物件を、スポンサーのコア・コンピタンスの1つで
ある目利き力を活用して取得し、ソーシングサポートとしてスポンサーから資産を取得する際にも、スポンサー
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が当該対象となる物件を保有する期間において同社のコア・コンピタンスであるリーシング力及び再生力を発
揮することにより、本投資法人は収益が安定した資産を取得することが可能となります。また、本投資法人がス
ポンサー以外から資産を取得する場合においても、本資産運用会社のみならず、スポンサーのリーシング力を活
用することにより、保有する運用資産の収益性の向上を早期に図ることが可能となります。

（注1）	「既存建築ストック」とは、過去に建築され、現在も存在している建築資産の総称をいいます。
（注2）	�トーセイの「コア・コンピタンス」とは、具体的には、投資不動産の立地や規模、経年、設備・仕様、構造等を総合的に判断し、賃貸不動産と

しての競争力やポテンシャルを見極めるためのノウハウ（以下「目利き力」といいます。）、投資不動産の適切な運営管理によりテナント
の満足度向上を図るとともに、物件の特性と合致したリーシング活動により稼働率を回復・維持するためのノウハウ（以下「リーシング
力」といいます。）及び不動産の競争力の現況を見極め、必要な改修・改装工事等を適切なタイミングで実施することにより物件の競
争力を回復・維持するためのノウハウ（以下「再生力」といいます。）の3つのノウハウの総称をいいます。以下同じです。

（注3）	�「キャップレート」とは、NOIを不動産価格で除した数値をいいます。また、「NOI」とは、直接還元法における運営純収益（Net Operating 
Income）をいいます。なお、NOIは減価償却費を控除する前の収益であり、減価償却費を控除した収益に基づく期待利回りはこれより
も低下します。また、NOIに敷金等の運用益を加算し、資本的支出を控除したNCF（Net Cash Flow）とも異なります。

（ロ） 資産規模（注1）の拡大
　本投資法人は、当期末現在計23物件、36,176百万円の資産を運用していますが、投資主に対する安定的な分
配を実現するため、早期に資産規模の拡大が必要であると考えています。
　取得競争の激しい現在の不動産市場において、スポンサーのソーシングサポートによる多様な投資機会を確
保するとともに、本資産運用会社の私募ファンド運用を通じた独自のネットワークも活用しつつ、相対的に高い利
回りが期待できる物件を厳選して取得することにより外部成長を図っていきます（注2）。

（注1）	「資産規模」とは、決算日における保有資産の取得価格の総額をいいます。
（注2）	�本投資法人は、2017年10月13日付で、長者町デュオビル、和紅ビル、ツイン・アベニュー、マイルストン東久留米、ルミエール3番館、

T's garden西船橋、クエスト山手台、サンセール与野本町の8物件について売買契約を締結し、2017年11月2日付で当該資産を取得
しています。

（ハ） 財務戦略
　現時点においては、日銀の金融緩和政策や市場金利の動向に鑑み、借入年限の長期化と金利の固定化に取組
んでおり、今後も将来の金利上昇リスクや経済条件等を勘案のうえ、原則的には固定金利（金利スワップ契約の
締結を含みます。）による調達とする方針です。ただし、現在のマイナス金利政策を起因とする金利スワップ契約
への影響についてリスクが排除できない状況下においては、金利スワップの契約は行わないこととします。
　また現在は、銀行団から運用資産を担保とする借入れを行っていますが、今後、一定以上の資産規模となった
場合には、無担保化することにより、費用の削減や借入れの機動性の向上を目指していきます。

〈 6 〉決 算 後 に 生じた 重 要 な 事 実
（イ） 資産の取得
　本投資法人は、2017年10月13日付で以下の8物件の不動産信託受益権の取得に係る売買契約を締結し、
2017年11月2日付で当該資産を取得しました。

区分 物件番号 物件名称 所在地 取得価格（百万円）
オフィス O-10 長者町デュオビル 神奈川県横浜市 1,300
商業施設 Rt-04 和紅ビル 千葉県千葉市 1,400

住宅 Rd-12 ツイン・アベニュー 東京都練馬区 1,880
住宅 Rd-13 マイルストン東久留米 東京都東久留米市 1,650
住宅 Rd-14 ルミエール3番館 埼玉県川口市 1,420
住宅 Rd-15 T's garden西船橋 千葉県船橋市 860
住宅 Rd-16 クエスト山手台 神奈川県横浜市 710
住宅 Rd-17 サンセール与野本町 埼玉県さいたま市 600

合計（8物件） − 9,820
（ロ） 新投資口の発行
　本投資法人は、2017年10月13日及び2017年10月23日開催の役員会において、以下のとおり新投資口の発
行に関する決議を行い、2017年11月1日に公募による新投資口の発行に係る払込みが完了しています。この結
果、出資総額は23,907百万円、発行済投資口の総口数は234,400口となっています。

（一般募集（公募）による新投資口の発行）
発行新投資口数	 ：	51,200口
発行価格（募集価格）	 ：	1口当たり104,462円
発行価格（募集価格）の総額	：	5,348,454,400円

発行価額（払込金額）	 ：	1口当たり100,819円
発行価額（払込金額）の総額	：	5,161,932,800円
払込期日	 ：	2017年11月1日

（資金使途）
　上記の公募による新投資口発行による資金調達については、本投資法人による新たな特定資産の取得のため
の資金の一部（取得費用等を含みます。）に充当しました。

（ハ） 資金の借入れ
　本投資法人は、前記「（イ）資産の取得」に記載の不動産信託受益権の取得資金及び関連費用の一部に充当す
るため、以下の資金の借入れを実行しました。

借入先 借入金額
（百万円） 利率 借入

実行日 返済期日 返済方法 担保

株式会社三菱東京UFJ銀行
株式会社三井住友銀行
株式会社みずほ銀行
株式会社りそな銀行
株式会社新生銀行
株式会社あおぞら銀行
株式会社福岡銀行

1,600
基準金利（全銀協

1か月日本円
TIBOR）（注2）

＋0.20％

2017年
11月2日

2018年
10月31日

期限一括
弁済 有担保

株式会社三菱東京UFJ銀行
株式会社三井住友銀行
株式会社みずほ銀行
株式会社りそな銀行
株式会社新生銀行
株式会社あおぞら銀行
株式会社福岡銀行

800
基準金利（全銀協

1か月日本円
TIBOR）（注2）

＋0.30％

2017年
11月2日

2020年
5月29日

期限一括
弁済 有担保

株式会社三菱東京UFJ銀行
株式会社三井住友銀行 400

基準金利（全銀協
1か月日本円
TIBOR）（注2）

＋0.35％

2017年
11月2日

2020年
11月30日

期限一括
弁済 有担保

株式会社三菱東京UFJ銀行
株式会社三井住友銀行
株式会社みずほ銀行
株式会社りそな銀行
株式会社新生銀行
株式会社あおぞら銀行
株式会社福岡銀行

700 0.80424％
（固定金利）

2017年
11月2日

2021年
10月29日

期限一括
弁済 有担保

株式会社三菱東京UFJ銀行
株式会社三井住友銀行
株式会社みずほ銀行
株式会社りそな銀行
株式会社新生銀行
株式会社あおぞら銀行

1,800 1.16184％
（固定金利）

2017年
11月2日

2023年
10月31日

期限一括
弁済 有担保

合計 5,300 − − − − −
（注1）	記載の内容には借入先に支払われる融資手数料等は含まれていません。
（注2）	�各利払日に支払う利息の計算期間に適用する基準金利は、直前の利払日（第1回の利息計算期間については借入実行日）の2営業日前

に決定します。全銀協日本円ＴＩＢＯＲについては、一般社団法人全銀協ＴＩＢＯＲ運営機関のホームページ（http：//www.jbatibor.
or.jp/rate/）でご確認いただけます。
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Ⅰ. 資 産 運 用 報 告

投 資 法 人 の 概 況

〈1〉出 資 の 状 況

期　別
第2期 第3期 第4期 第5期 第6期

（2015年10月31日） （2016年 4月30日） （2016年10月31日） （2017年 4月30日） （2017年10月31日）

発行可能投資口総口数 （口） 10,000,000 10,000,000 10,000,000 10,000,000 10,000,000
発行済投資口の総口数 （口） 96,000 161,000 161,000 183,200 183,200
出資総額（注） （百万円） 9,525 16,521 16,521 18,745 18,745
投資主数 （人） 4,494 8,953 9,436 11,150 11,685

（注） 一時差異等調整引当額に係る利益超過分配の実施に伴う出資総額の変動は考慮していません。

〈 2 〉投 資 口に 関 す る 事 項
　2017年10月31日現在の投資主のうち、保有する投資口の比率が高い上位10名は以下のとおりです。

氏名又は名称 所有投資口数（口）
発行済投資口の
総口数に対する
所有投資口数の
割合（％）

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 15,317 8.36
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 13,359 7.29
トーセイ株式会社 11,820 6.45
資産管理サービス信託銀行株式会社（証券投資信託口） 7,619 4.15
野村信託銀行株式会社（投信口） 5,518 3.01
松井証券株式会社 3,438 1.87
株式会社あおぞら銀行 2,325 1.26
日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口9） 2,288 1.24
三菱UFJモルガン・スタンレー証券株式会社 2,269 1.23
世界心道教管理部門 1,836 1.00

合　計 65,789 35.91
（注） 発行済投資口の総口数に対する所有投資口数の割合は小数第3位以下を切り捨てて記載しています。

〈 3 〉役 員 等 に 関 す る 事 項
① 当 期 に お け る 執 行 役 員 、監 督 役 員 及 び 会 計 監 査 人 は 以 下 の と おりで す 。

役職名 役員等の
氏名又は名称 主な兼職等

当該営業期間に
おける役職毎の

報酬の総額
（千円）

執行役員 黒山　久章 ― 1,500

監督役員
菅谷　貴子 山田・尾﨑法律事務所　弁護士

2,400
田島　照久 田島公認会計士事務所　公認会計士・税理士

会計監査人 新創監査法人 ― 5,000
（注1）	�執行役員及び監督役員は、いずれも本投資法人の投資口を自己又は他人の名義で所有していません。また、監督役員は、上記記載以

外の他の法人の役員である場合がありますが、上記を含めていずれも本投資法人と利害関係はありません。
（注2）	�執行役員が欠けた場合又は法令に定める員数を欠くことになる場合に備え、2016年7月21日に開催された本投資法人の第2回投資

主総会において、井上昌治が補欠執行役員として選任されています。
（注3）	�執行役員及び監督役員については当期に支給した額、会計監査人については当期の監査に係る報酬として支払うべき額を記載して

います。

② 会 計 監 査 人 の 解 任 及 び 不 再 任 の 決 定 の 方 針
　会計監査人の解任については、投信法の定めに従い、また不再任については、監査の品質及び監査報酬額等そ
の他諸般の事情を総合的に勘案し、本投資法人の役員会において検討します。

〈 4 〉資 産 運 用 会 社 、資 産 保 管 会 社 及 び 一 般 事 務 受 託 者
　2017年10月31日現在における資産運用会社、資産保管会社及び一般事務受託者は以下のとおりです。

委託区分 氏名又は名称
資産運用会社 トーセイ・アセット・アドバイザーズ株式会社
資産保管会社 三菱UFJ信託銀行株式会社
一般事務受託者（投資主名簿等管理人） 三菱UFJ信託銀行株式会社
一般事務受託者（機関運営） 三菱UFJ信託銀行株式会社
一般事務受託者（会計・税務） 税理士法人平成会計社

　本投資法人は、2017年11月30日に返済期日の到来した2,000百万円の返済資金に充当するため、以下の資
金の借入れを実行しました。

借入先 借入金額
（百万円） 利率 借入

実行日 返済期日 返済方法 担保

株式会社三菱東京UFJ銀行
株式会社三井住友銀行
株式会社みずほ銀行
株式会社りそな銀行
株式会社新生銀行
株式会社あおぞら銀行
三井住友信託銀行株式会社

2,000 0.92671％
（固定金利）

2017年
11月30日

2022年
10月31日

期限一括
弁済 有担保

合計 2,000 − − − − −
（注）記載の内容には借入先に支払われる融資手数料等は含まれていません。
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Ⅰ. 資 産 運 用 報 告

投 資 法 人 の 運 用 資 産 の 状 況

〈1〉投 資 法 人 の 資 産 の 構 成
　2017年10月31日現在における本投資法人の資産の構成は、以下のとおりです。なお、保有資産である不動産
信託受益権の信託財産である不動産（以下「不動産信託受益権」といいます。）は、いずれもテナントに対する賃貸
用である建物及びその敷地です。

資産の種類 地域等 主たる用途

第5期
（2017年 4月30日）

第6期
（2017年10月31日）

保有総額
（百万円）
（注2）

対総資産比率
（％）

（注3）

保有総額
（百万円）
（注2）

対総資産比率
（％）

（注3）

不動産信託
受益権

東京経済圏
オフィス 19,602 48.7 19,519 48.4
商業施設 4,579 11.4 4,552 11.3

住宅 11,845 29.4 11,802 29.2
主要地方都市

（注1） ― ― ― ― ―

合計 36,027 89.4 35,875 88.9
預金・その他の資産 4,264 10.6 4,476 11.1

資産総額（注2） 40,291 100.0 40,351 100.0
（注1）	�「主要地方都市」とは、東京経済圏以外に所在する政令指定都市及び県庁所在地又はそれらに準ずる都市の総称をいいます。
（注2）	�「保有総額」及び「資産総額」は、規約に定められた資産評価方法に従って、各期末時点における貸借対照表計上額（不動産信託受益権

については、減価償却後の帳簿価額）に基づいて記載しています。
（注3）	「対総資産比率」は、資産総額に対する当該資産の貸借対照表計上額の比率をいいます。

〈 2 〉主 要 な 保 有 資 産
　2017年10月31日現在、本投資法人が保有する主要な資産の概要は以下のとおりです。運用資産の用途の分
類に応じ、オフィスは「O」、商業施設は「Rt」及び住宅は「Rd」の符号を、それぞれの物件番号の冒頭に付していま
す。

物件
番号 不動産等の名称

帳簿価額
（百万円）
（注1）

賃貸可能
面積（㎡）
（注2）

賃貸面積
（㎡）

（注3）

稼働率
（％）

（注4）

対総不動産
賃貸事業
収益比率

（％）（注5）

主たる
用途

O-01 多摩センター
トーセイビル 3,321 9,737.49 9,737.49 100.0

（80.6） 12.3 オフィス

O-02 KM新宿ビル 2,020 3,403.95 3,403.95 100.0 5.6 オフィス
O-03 日本橋浜町ビル 1,820 3,334.40 3,334.40 100.0 5.6 オフィス
O-04 関内トーセイビルⅡ 4,051 6,917.72 6,917.72 100.0 10.7 オフィス
O-05 西葛西トーセイビル 1,693 3,187.97 3,187.97 100.0 4.5 オフィス
O-06 新横浜センタービル 1,372 3,888.28 3,888.28 100.0 4.6 オフィス
O-07 西台NCビル 1,485 3,798.48 3,585.26 94.4 4.4 オフィス

O-08 JPT元町ビル 2,369 5,453.13 5,453.13 100.0
（100.0） 6.8 オフィス

O-09 白山麻の実ビル 1,383 1,860.51 1,705.80 91.7 2.9 オフィス
Rt-01 稲毛海岸ビル 2,303 5,890.92 5,890.92 100.0 7.8 商業施設

Rt-02 武蔵藤沢
トーセイビル 1,930 6,089.72 6,089.72 100.0

（87.3） 4.4 商業施設

Rt-03 セレクション初富 318 1,839.45 1,839.45 100.0 0.9 商業施設

物件
番号 不動産等の名称

帳簿価額
（百万円）
（注1）

賃貸可能
面積（㎡）
（注2）

賃貸面積
（㎡）

（注3）

稼働率
（％）

（注4）

対総不動産
賃貸事業
収益比率

（％）（注5）

主たる
用途

Rd-01 T's garden高円寺 1,532 2,169.38 2,169.38 100.0 3.2 住宅
Rd-02 ライブ赤羽 1,218 3,876.36 3,876.36 100.0 3.2 住宅

Rd-03 月光町
アパートメント 999 1,392.13 1,392.13 100.0 2.1 住宅

Rd-04 T's garden川崎大師 967 2,067.77 2,017.27 97.6 2.2 住宅
Rd-05 アビタート蒲田 840 1,768.23 1,768.23 100.0 1.8 住宅
Rd-06 マーランドファイブ 821 2,722.73 2,598.71 95.4 2.4 住宅
Rd-07 アブニール白妙 764 2,499.93 2,340.36 93.6 2.2 住宅
Rd-08 ドミトリー原町田 593 1,867.03 1,761.45 94.3 1.8 住宅

Rd-09 SEA SCAPE
千葉みなと 2,763 6,758.52 6,258.79 92.6 7.1 住宅

Rd-10 プライムガーデン 623 3,687.98 3,687.98 100.0 1.9 住宅
Rd-11 T's garden新小岩 676 1,652.93 1,597.70 96.7 1.6 住宅

合計 35,875 85,865.01 84,502.45 98.4 100.0
（注1）	�「帳簿価額」は、2017年10月31日現在における減価償却後の帳簿価額を記載しています。以下同じです。
（注2）	�「賃貸可能面積」は、2017年10月31日現在における各運用資産に係る建物の賃貸借契約又は建物図面等に基づき賃貸が可能と考え

られる部分の面積の合計を記載しています。以下同じです。
（注3）	�「賃貸面積」は、2017年10月31日現在における各運用資産に係る各賃貸借契約に表示された賃貸面積の合計を記載しています。な

お、賃貸借契約に表示された賃貸面積は実測値と異なることがあります。また、当該運用資産につき、パススルー型ML契約が締結さ
れている場合にはエンドテナント（パススルー型ML契約の賃借人が賃料固定型ML契約を締結している場合は、当該賃料固定型ML
契約の賃借人をエンドテナントとして扱います。以下同じです。）との間で実際に賃貸借契約が締結され賃貸が行われている面積の合
計を記載し、賃料固定型ML契約が締結されている場合にはかかるML契約上の賃貸面積を記載しています。

（注4）	�「稼働率」は、2017年10月31日現在における各運用資産に係る賃貸可能面積に対して賃貸面積が占める割合を記載しています。ただ
し、当該運用資産につきML契約が締結されている場合において、パススルー型ML契約の物件についてはエンドテナントとの間で実
際に賃貸借契約が締結され賃貸が行われている面積の合計が占める割合を記載し、賃料固定型ML契約の物件又は区画については
ML契約上の賃貸面積が占める割合を記載し、当該物件について、ML会社とエンドテナントとの間で実際に賃貸借契約が締結され賃
貸が行われている面積の合計が占める割合を括弧書きにて記載しています。また、合計は、各運用資産に係る賃貸可能面積の合計に
対して賃貸面積の合計が占める割合を記載しています。以下同じです。

（注5）	�「対総不動産賃貸事業収益比率」は、各物件の不動産賃貸事業収益を全物件に係る合計額で除した比率を示しています。以下同じで
す。

（注6）	�エンドテナントに係る賃貸借契約につき解除若しくは解約申入れがなされ又は賃料不払等の債務不履行がある場合にも、2017年
10月31日現在において契約が継続している場合は、当該エンドテナントに係る賃貸借契約が存在するものとして、当該賃貸借契約に
基づき「賃貸面積」及び「稼働率」を記載しています。以下同じです。

〈 3 〉不 動 産 等 組 入 資 産 明 細
　2017年10月31日現在、本投資法人が保有する不動産等の概要は以下のとおりです。

物件
番号 不動産等の名称 所在地

（住居表示） 所有形態
賃貸可能

面積
（㎡）

帳簿価額
（百万円）

期末算定
価額

（百万円）
（注）

O-01 多摩センター
トーセイビル

東京都多摩市落合
1丁目15番2号 信託受益権 9,737.49 3,321 3,550

O-02 KM新宿ビル
東京都新宿区
歌舞伎町2丁目
46番5号

信託受益権 3,403.95 2,020 2,460

O-03 日本橋浜町ビル 東京都中央区日本橋
浜町1丁目12番9号 信託受益権 3,334.40 1,820 2,120
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　本投資法人が保有する不動産等の賃貸状況の推移は以下のとおりです。

物件
番号 不動産等の名称

第5期
自 2016年11月 1日（至 2017年 4月30日）

第6期
自 2017年 5月 1日（至 2017年10月31日）

テナント
総数

〔期末時点〕
（注1）

稼働率
〔期末時点〕

（％）

不動産賃貸
事業収益

〔期間中〕
（百万円）

対総不動産
賃貸事業
収益比率
（％）

テナント
総数

〔期末時点〕
（注1）

稼働率
〔期末時点〕

（％）

不動産賃貸
事業収益

〔期間中〕
（百万円）

対総不動産
賃貸事業
収益比率
（％）

O-01 多摩センター
トーセイビル（注2） 1（41） 100.0

（73.5） 195 12.1 1（43） 100.0
（80.6） 201 12.3

O-02 KM新宿ビル 8 100.0 91 5.6 8 100.0 91 5.6
O-03 日本橋浜町ビル 7 100.0 87 5.4 7 100.0 91 5.6
O-04 関内トーセイビルⅡ 29 100.0 171 10.6 31 100.0 174 10.7
O-05 西葛西トーセイビル 9 100.0 72 4.5 9 100.0 74 4.5
O-06 新横浜センタービル 12 100.0 71 4.4 12 100.0 74 4.6
O-07 西台NCビル 5 90.8 78 4.9 5 94.4 71 4.4

O-08 JPT元町ビル（注3） 7（8） 100.0
（100.0）

106
（注5） 6.6 7（8） 100.0

（100.0） 111 6.8

O-09 白山麻の実ビル 10 91.7 45
（注5） 2.8 10 91.7 46 2.9

Rt-01 稲毛海岸ビル 15 100.0 124 7.7 15 100.0 127 7.8

Rt-02 武蔵藤沢
トーセイビル（注4） 1（1） 100.0

（100.0） 72 4.5 1（4） 100.0
（87.3） 72 4.4

Rt-03 セレクション初富 1 100.0 14
（注5） 0.9 1 100.0 14 0.9

Rd-01 T's garden高円寺 54 98.8 53 3.3 55 100.0 52 3.2
Rd-02 ライブ赤羽 69 97.2 52 3.3 71 100.0 52 3.2

Rd-03 月光町
アパートメト 15 93.1 31 2.0 16 100.0 34 2.1

Rd-04 T's garden川崎大師 51 100.0 37 2.3 50 97.6 35 2.2
Rd-05 アビタート蒲田 27 100.0 29 1.8 27 100.0 29 1.8
Rd-06 マーランドファイブ 32 93.0 43 2.7 33 95.4 39 2.4
Rd-07 アブニール白妙 41 100.0 36 2.2 38 93.6 35 2.2
Rd-08 ドミトリー原町田 68 94.7 29 1.8 67 94.3 29 1.8

Rd-09 SEA SCAPE
千葉みなと 124 95.2 116 7.2 121 92.6 116 7.1

Rd-10 プライムガーデン 59 98.3 31
（注5） 1.9 60 100.0 30 1.9

Rd-11 T's garden新小岩 26 100.0 23
（注5） 1.5 25 96.7 25 1.6

合計 671 98.4 1,616 100.0 670 98.4 1,633 100.0
（注1）	�「テナント総数」は、各運用資産に係る各賃貸借契約に基づき、運用資産毎のテナント数を記載しています。ただし、当該運用資産につ

きML契約が締結されている場合において、パススルー型ML契約の物件についてはエンドテナントの総数を記載し、賃料固定型ML
契約の物件又は区画についてはかかるML会社をテナントとしてテナント数を記載し、当該物件について、ML会社とエンドテナントと
の賃貸借契約に基づくテナント数をもって集計したテナント数を括弧書きにて記載しています。

（注2）	�本物件については、2014年7月31日付で信託受託者及びトーセイ・コミュニティ株式会社（以下「トーセイ・コミュニティ」といいます。）
との間でパススルー型ML契約が締結され、さらに同日付で同社及びトーセイとの間でパススルー型ML契約が締結されています。ま
た、同社とトーセイとの間のパススルー型ML契約は、本投資法人による取得時に、賃料固定型ML契約に変更され、2016年11月27日
付で終了した後、2016年11月28日を始期とし2020年11月30日を終期とする新たな賃料固定型ML契約が締結されています。

（注3）	�本物件については、2016年2月29日付で信託受託者及びトーセイ・コミュニティとの間でパススルー型ML契約が締結されています
が、そのうち2階（賃貸面積919.15㎡）については2016年9月9日付で、7階一部区画（賃貸面積316.04㎡）については2016年9月
28日付で、同社及びトーセイとの間で賃料固定型ML契約が締結されています。

（注4）	�本物件については、2015年9月30日付で信託受託者及びトーセイ・コミュニティとの間でパススルー型ML契約が締結されていま
す。また、本投資法人による取得時に、トーセイ・コミュニティ及びトーセイとの間で賃料固定型ML契約が締結されています。

（注5）	�JPT元町ビル、白山麻の実ビル、セレクション初富、プライムガーデン及びT's garden新小岩については、2016年11月2日に取得して
いるため、表中における第5期「不動産賃貸事業収益」は、取得日以後の数値を記載しています。

物件
番号 不動産等の名称 所在地

（住居表示） 所有形態
賃貸可能

面積
（㎡）

帳簿価額
（百万円）

期末算定
価額

（百万円）
（注）

O-04 関内
トーセイビルⅡ

神奈川県横浜市中区
住吉町4丁目45番1号 信託受益権 6,917.72 4,051 4,570

O-05 西葛西
トーセイビル

東京都江戸川区西葛西
6丁目9番12号 信託受益権 3,187.97 1,693 1,920

O-06 新横浜
センタービル

神奈川県横浜市港北区
新横浜2丁目5番15号 信託受益権 3,888.28 1,372 1,620

O-07 西台NCビル 東京都板橋区高島平
1丁目83番1号 信託受益権 3,798.48 1,485 1,690

O-08 JPT元町ビル 神奈川県横浜市中区
山下町273番地 信託受益権 5,453.13 2,369 2,630

O-09 白山麻の実ビル 東京都文京区白山
5丁目36番9号 信託受益権 1,860.51 1,383 1,410

Rt-01 稲毛海岸ビル 千葉県千葉市美浜区
高洲3丁目23番2号 信託受益権 5,890.92 2,303 2,540

Rt-02 武蔵藤沢
トーセイビル

埼玉県入間市東藤沢
2丁目18番20号 信託受益権 6,089.72 1,930 2,110

Rt-03 セレクション初富 千葉県鎌ケ谷市
北初富8番1号 信託受益権 1,839.45 318 339

Rd-01 T's garden高円寺
東京都杉並区
高円寺北3丁目
35番26号

信託受益権 2,169.38 1,532 1,940

Rd-02 ライブ赤羽 東京都北区浮間
3丁目29番10号 信託受益権 3,876.36 1,218 1,480

Rd-03 月光町
アパートメント

東京都目黒区下目黒
6丁目9番22号 信託受益権 1,392.13 999 1,130

Rd-04 T's gar den
川崎大師

神奈川県川崎市川崎区
伊勢町13番19号
及び20号

信託受益権 2,067.77 967 1,120

Rd-05 アビタート蒲田 東京都大田区中央
8丁目20番12号 信託受益権 1,768.23 840 900

Rd-06 マーランド
ファイブ

埼玉県富士見市
西みずほ台1丁目
20番1号

信託受益権 2,722.73 821 867

Rd-07 アブニール白妙 神奈川県横浜市南区
白妙町2丁目7番地5 信託受益権 2,499.93 764 898

Rd-08 ドミトリー原町田 東京都町田市原町田
2丁目6番14号 信託受益権 1,867.03 593 689

Rd-09 SEA SCAPE
千葉みなと

千葉県千葉市中央区
中央港1丁目
24番14号

信託受益権 6,758.52 2,763 3,040

Rd-10 プライムガーデン 千葉県鎌ケ谷市
北初富8番11号 信託受益権 3,687.98 623 619

Rd-11 T's garden
新小岩

東京都葛飾区西新小岩
4丁目39番21号 信託受益権 1,652.93 676 696

合計 85,865.01 35,875 40,338
（注） ‌�「期末算定価額」は、本投資法人の規約及び一般社団法人投資信託協会の定める規則に基づき、2017年10月31日を価格時点とする一

般財団法人日本不動産研究所、日本ヴァリュアーズ株式会社又は森井総合鑑定株式会社が作成した不動産鑑定評価書又は調査報告
書に記載された価格を記載しています。



32 33

Ⅰ. 資 産 運 用 報 告

〈 4 〉再 生 可 能 エ ネ ル ギ ー 発 電 設 備 等 明 細 表
　該当事項はありません。

〈 5 〉公 共 施 設 等 運 営 権 等 明 細 表
　該当事項はありません。

〈 6 〉特 定 取 引 の 契 約 額 及 び 時 価 の 状 況 表
　2017年10月31日現在、本投資法人における特定取引の契約額及び時価の状況は次のとおりです。

（単位：千円）

区分 種類 契約額等（注1） 時価（注2）　 うち1年超

市場取引以外の取引 金利スワップ取引
支払固定・受取変動 6,000,000 4,000,000 △7,796

（注1）	�契約額等は、想定元本に基づいて表示しています。
（注2）	�時価は、取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しています。

〈 7 〉そ の 他 資 産 の 状 況
　不動産を主な信託財産とする信託受益権等は、前記「〈3〉不動産等組入資産明細」に一括して記載しており、
2017年10月31日現在同欄記載以外に本投資法人が主たる投資対象とする主な特定資産の組入れはありませ
ん。

〈 8 〉国 及 び 地 域 毎 の 資 産 保 有 状 況
　日本以外の国及び地域について、該当事項はありません。

保 有 不 動 産 の 資 本 的 支 出

〈1〉資 本 的 支 出 の 予 定
不動産等の名称 所在地 目的 期間 工事金額（千円）

ドミトリー
原町田 東京都町田市 外壁・共用部大規模

修繕工事
自 2017年 6月
至 2017年11月 40,801

長者町
デュオビル 神奈川県横浜市 二酸化炭素容器交換

工事
自 2018年 4月
至 2018年 4月 8,400

合　計 49,201

〈 2 〉期 中 の 資 本 的 支 出
　本投資法人が2017年10月31日現在保有する資産に関し、当期に行った資本的支出に該当する主要な工事等
の概要は以下のとおりです。当期の資本的支出に該当する工事は51,896千円であり、当期費用に区分された修
繕費58,450千円と合わせ、合計110,346千円の工事を実施しています。

不動産等の名称 所在地 目的 期間 工事金額（千円）

西台NCビル 東京都板橋区 1階ボンベ室ハロン
容器本体交換工事

自 2017年 5月
至 2017年 5月 6,175

プライム
ガーデン 千葉県鎌ケ谷市 浄化槽廃止・本下

水道本管接続工事
自 2017年 5月
至 2017年 6月 20,364

その他 25,356
合　計 51,896

〈 3 〉長 期 修 繕 計 画 の た めに 積 立 て た 金 銭
　本投資法人は、物件毎に策定している長期修繕計画に基づき、期中のキャッシュ・フローのなかから、中長期的
な将来の大規模修繕等の資金に充当することを目的とした修繕積立金を、以下のとおり積立てています。

営業期間
第2期

自 2015年 5月 1日（至 2015年10月31日）
（千円）

第3期
自 2015年11月 1日（至 2016年 4月30日）

（千円）

第4期
自 2016年 5月 1日（至 2016年10月31日）

（千円）

第5期
自 2016年11月 1日（至 2017年 4月30日）

（千円）

第6期
自 2017年 5月 1日（至 2017年10月31日）

（千円）
当期首積立金残高 25,064 75,452 140,388 173,233 316,961
当期積立額 52,267 109,852 82,549 178,919 113,251
当期積立金取崩額 1,880 44,916 49,704 35,191 62,290
次期繰越額 75,452 140,388 173,233 316,961 367,922

〈1〉運 用 等 に 係 る 費 用 明 細

項目
第5期

自 2016年11月 1日（至 2017年 4月30日）
（千円）

第6期
自 2017年 5月 1日（至 2017年10月31日）

（千円）
資産運用報酬（注） 89,830 93,624
資産保管手数料 1,699 1,963
一般事務委託手数料 11,248 11,219
役員報酬 3,900 3,900
その他費用 33,146 37,022

合計 139,825 147,729
（注） ‌�「資産運用報酬」には、上記とは別に、不動産等を取得又は売却した場合、その売買代金に料率を乗じて算出した額を支払い、該当不動産

の取得原価又は売却損益に算入している「取得報酬」及び「譲渡報酬」があり、第5期には取得報酬26,685千円が発生しています。

〈 2 〉借 入 状 況
　2017年10月31日現在における金融機関毎の借入金の状況は以下のとおりです。

区　　分
借入日 当期首残高

（千円）
当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

（注1）
返済
期限

返済
方法 使途 摘要

借入先

1
年
内
返
済
予
定
の
長
期
借
入
金

株式会社
三菱東京UFJ銀行

2014年
11月28日 700,000 700,000

0.52600
（注2）

2017年
11月30日

期限
一括 （注3）

有担保
無保証

（注4）

株式会社
三井住友銀行

2014年
11月28日 600,000 600,000 2017年

11月30日
期限
一括 （注3）

株式会社
みずほ銀行

2014年
11月28日 140,000 140,000 2017年

11月30日
期限
一括 （注3）

株式会社
りそな銀行

2014年
11月28日 140,000 140,000 2017年

11月30日
期限
一括 （注3）

株式会社
新生銀行

2014年
11月28日 140,000 140,000 2017年

11月30日
期限
一括 （注3）

株式会社
あおぞら銀行

2014年
11月28日 140,000 140,000 2017年

11月30日
期限
一括 （注3）

三井住友信託銀行
株式会社

2014年
11月28日 140,000 140,000 2017年

11月30日
期限
一括 （注3）

小計 2,000,000 2,000,000 ―
短期借入金合計 2,000,000 2,000,000 ―

費 用・負 債 の 状 況
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区　　分
借入日 当期首残高

（千円）
当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

（注1）
返済
期限

返済
方法 使途 摘要

借入先

長
期
借
入
金

株式会社
三菱東京UFJ銀行

2015年
11月17日 550,000 550,000

1.58567
2022年

11月30日
期限
一括 （注3）有担保

無保証
（注4）株式会社

三井住友銀行
2015年

11月17日 450,000 450,000 2022年
11月30日

期限
一括 （注3）

株式会社
三菱東京UFJ銀行

2016年
11月30日 100,000 100,000

0.84075

2020年
11月30日

期限
一括 （注3）

有担保
無保証

（注4）

株式会社
三井住友銀行

2016年
11月30日 100,000 100,000 2020年

11月30日
期限
一括 （注3）

株式会社
みずほ銀行

2016年
11月30日 100,000 100,000 2020年

11月30日
期限
一括 （注3）

株式会社
りそな銀行

2016年
11月30日 100,000 100,000 2020年

11月30日
期限
一括 （注3）

株式会社
新生銀行

2016年
11月30日 50,000 50,000 2020年

11月30日
期限
一括 （注3）

株式会社
あおぞら銀行

2016年
11月30日 50,000 50,000 2020年

11月30日
期限
一括 （注3）

株式会社
三菱東京UFJ銀行

2016年
11月30日 100,000 100,000

0.95441

2021年
11月30日

期限
一括 （注3）

有担保
無保証

（注4）

株式会社
三井住友銀行

2016年
11月30日 100,000 100,000 2021年

11月30日
期限
一括 （注3）

株式会社
みずほ銀行

2016年
11月30日 200,000 200,000 2021年

11月30日
期限
一括 （注3）

株式会社
りそな銀行

2016年
11月30日 200,000 200,000 2021年

11月30日
期限
一括 （注3）

株式会社
新生銀行

2016年
11月30日 200,000 200,000 2021年

11月30日
期限
一括 （注3）

株式会社
あおぞら銀行

2016年
11月30日 200,000 200,000 2021年

11月30日
期限
一括 （注3）

三井住友信託銀行
株式会社

2016年
11月30日 200,000 200,000 2021年

11月30日
期限
一括 （注3）

株式会社
三菱東京UFJ銀行

2016年
11月30日 350,000 350,000

1.17068

2022年
11月30日

期限
一括 （注3）

有担保
無保証

（注4）
株式会社
三井住友銀行

2016年
11月30日 350,000 350,000 2022年

11月30日
期限
一括 （注3）

株式会社
みずほ銀行

2016年
11月30日 100,000 100,000 2022年

11月30日
期限
一括 （注3）

株式会社
三菱東京UFJ銀行

2016年
11月30日 750,000 750,000

1.39061
2023年

11月30日
期限
一括 （注3）有担保

無保証
（注4）株式会社

三井住友銀行
2016年

11月30日 650,000 650,000 2023年
11月30日

期限
一括 （注3）

株式会社
三菱東京UFJ銀行

2016年
11月2日 500,000 500,000

0.53095

2020年
5月29日

期限
一括 （注3）

有担保
無保証

（注4）

株式会社
三井住友銀行

2016年
11月2日 400,000 400,000 2020年

5月29日
期限
一括 （注3）

株式会社
みずほ銀行

2016年
11月2日 200,000 200,000 2020年

5月29日
期限
一括 （注3）

株式会社
りそな銀行

2016年
11月2日 100,000 100,000 2020年

5月29日
期限
一括 （注3）

株式会社
新生銀行

2016年
11月2日 100,000 100,000 2020年

5月29日
期限
一括 （注3）

株式会社
あおぞら銀行

2016年
11月2日 100,000 100,000 2020年

5月29日
期限
一括 （注3）

株式会社
千葉銀行

2016年
11月2日 100,000 100,000 2020年

5月29日
期限
一括 （注3）

株式会社
福岡銀行

2016年
11月2日 100,000 100,000 2020年

5月29日
期限
一括 （注3）

株式会社
三菱東京UFJ銀行

2016年
11月2日 550,000 550,000

0.87445

2021年
10月29日

期限
一括 （注3）

有担保
無保証

（注4）
株式会社
三井住友銀行

2016年
11月2日 400,000 400,000 2021年

10月29日
期限
一括 （注3）

株式会社
みずほ銀行

2016年
11月2日 150,000 150,000 2021年

10月29日
期限
一括 （注3）

区　　分
借入日 当期首残高

（千円）
当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

（注1）
返済
期限

返済
方法 使途 摘要

借入先

長
期
借
入
金

株式会社
三菱東京UFJ銀行

2014年
11月28日 725,000 725,000

0.74350
（注2）

2018年
11月30日

期限
一括 （注3）

有担保
無保証

（注4）

株式会社
三井住友銀行

2014年
11月28日 575,000 575,000 2018年

11月30日
期限
一括 （注3）

株式会社
みずほ銀行

2014年
11月28日 140,000 140,000 2018年

11月30日
期限
一括 （注3）

株式会社
りそな銀行

2014年
11月28日 140,000 140,000 2018年

11月30日
期限
一括 （注3）

株式会社
新生銀行

2014年
11月28日 140,000 140,000 2018年

11月30日
期限
一括 （注3）

株式会社
あおぞら銀行

2014年
11月28日 140,000 140,000 2018年

11月30日
期限
一括 （注3）

三井住友信託銀行
株式会社

2014年
11月28日 140,000 140,000 2018年

11月30日
期限
一括 （注3）

株式会社
三菱東京UFJ銀行

2014年
11月28日 700,000 700,000

0.88600
（注2）

2019年
11月29日

期限
一括 （注3）

有担保
無保証

（注4）

株式会社
三井住友銀行

2014年
11月28日 600,000 600,000 2019年

11月29日
期限
一括 （注3）

株式会社
みずほ銀行

2014年
11月28日 140,000 140,000 2019年

11月29日
期限
一括 （注3）

株式会社
りそな銀行

2014年
11月28日 140,000 140,000 2019年

11月29日
期限
一括 （注3）

株式会社
新生銀行

2014年
11月28日 140,000 140,000 2019年

11月29日
期限
一括 （注3）

株式会社
あおぞら銀行

2014年
11月28日 140,000 140,000 2019年

11月29日
期限
一括 （注3）

三井住友信託銀行
株式会社

2014年
11月28日 140,000 140,000 2019年

11月29日
期限
一括 （注3）

株式会社
三菱東京UFJ銀行

2015年
11月17日 375,000 375,000

0.53095

2019年
5月31日

期限
一括 （注3）

有担保
無保証

（注4）

株式会社
三井住友銀行

2015年
11月17日 325,000 325,000 2019年

5月31日
期限
一括 （注3）

株式会社
みずほ銀行

2015年
11月17日 300,000 300,000 2019年

5月31日
期限
一括 （注3）

株式会社
りそな銀行

2015年
11月17日 250,000 250,000 2019年

5月31日
期限
一括 （注3）

株式会社
新生銀行

2015年
11月17日 250,000 250,000 2019年

5月31日
期限
一括 （注3）

株式会社
あおぞら銀行

2015年
11月17日 250,000 250,000 2019年

5月31日
期限
一括 （注3）

三井住友信託銀行
株式会社

2015年
11月17日 250,000 250,000 2019年

5月31日
期限
一括 （注3）

株式会社
三菱東京UFJ銀行

2015年
11月17日 325,000 325,000

0.73095

2020年
11月30日

期限
一括 （注3）

有担保
無保証

（注4）

株式会社
三井住友銀行

2015年
11月17日 300,000 300,000 2020年

11月30日
期限
一括 （注3）

株式会社
みずほ銀行

2015年
11月17日 275,000 275,000 2020年

11月30日
期限
一括 （注3）

株式会社
りそな銀行

2015年
11月17日 150,000 150,000 2020年

11月30日
期限
一括 （注3）

株式会社
新生銀行

2015年
11月17日 150,000 150,000 2020年

11月30日
期限
一括 （注3）

株式会社
あおぞら銀行

2015年
11月17日 150,000 150,000 2020年

11月30日
期限
一括 （注3）

三井住友信託銀行
株式会社

2015年
11月17日 150,000 150,000 2020年

11月30日
期限
一括 （注3）

株式会社
三菱東京UFJ銀行

2015年
11月17日 450,000 450,000

0.93095

2021年
11月30日

期限
一括 （注3）

有担保
無保証

（注4）
株式会社
三井住友銀行

2015年
11月17日 350,000 350,000 2021年

11月30日
期限
一括 （注3）

株式会社
みずほ銀行

2015年
11月17日 200,000 200,000 2021年

11月30日
期限
一括 （注3）
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Ⅰ. 資 産 運 用 報 告

区　　分
借入日 当期首残高

（千円）
当期末残高
（千円）

平均利率
（％）

（注1）
返済
期限

返済
方法 使途 摘要

借入先

長
期
借
入
金

株式会社
りそな銀行

2016年
11月2日 150,000 150,000

0.87445

2021年
10月29日

期限
一括 （注3）

有担保
無保証

（注4）

株式会社
新生銀行

2016年
11月2日 200,000 200,000 2021年

10月29日
期限
一括 （注3）

株式会社
あおぞら銀行

2016年
11月2日 150,000 150,000 2021年

10月29日
期限
一括 （注3）

株式会社
千葉銀行

2016年
11月2日 50,000 50,000 2021年

10月29日
期限
一括 （注3）

株式会社
福岡銀行

2016年
11月2日 50,000 50,000 2021年

10月29日
期限
一括 （注3）

長期借入金合計 16,700,000 16,700,000 ―
借入金合計 18,700,000 18,700,000 ―

（注1）	「平均利率」は、期末時点のローン契約毎の加重平均利率を記載しています。
（注2）	�当該借入は変動金利により行っていますが、金利変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っており、その効果（金利の固定

化）を勘案した利率を記載しています。
（注3）	資金使途は、不動産信託受益権の取得資金及び関連費用の一部に充当するためです。
（注4）	担保の対象となるのは「多摩センタートーセイビル」「KM新宿ビル」等を含む合計23物件となります。

〈 3 〉投 資 法 人 債
　該当事項はありません。

〈 4 〉短 期 投 資 法 人 債
　該当事項はありません。

〈 5 〉新 投 資 口 予 約 権
　該当事項はありません。

期 中 の 売 買 状 況

〈1〉不動産等及び資産対応証券等、インフラ資産等及びインフラ関連資産の売買状況等
　該当事項はありません。

〈 2 〉そ の 他 の 資 産 の 売 買 状 況 等
　該当事項はありません。

〈 3 〉特 定 資 産 の 価 格 等 の 調 査
　該当事項はありません。

〈 4 〉利 害 関 係 人 等 と の 取 引 状 況
① 取 引 状 況
　該当事項はありません。

② 支 払 手 数 料 等 の 金 額

区　分
支払手数料等

総額（A）
（千円）

利害関係人等（注1）との取引内訳 総額に対する
割合

（B／A）
（％）

支払先 支払金額（B）
（千円）

管理委託費 147,878 トーセイ・コミュニティ
株式会社

142,883 96.6
その他賃貸事業費用 379,130 31,160 8.2

（注1）	�「利害関係人等」とは、投資信託及び投資法人に関する法律施行令（平成12年政令第480号。その後の改正を含みます。）第123条及
び一般社団法人投資信託協会の投資信託及び投資法人に係る運用報告書等に関する規則第26条第27号に規定される本投資法人
と資産運用委託契約を締結している資産運用会社の利害関係人等をいいます。

（注2）	本表は当期に取引のあった利害関係人等との取引状況を記載しています。

〈 5 〉資産運用会社が営む兼業業務に係る当該資産運用会社との間の取引の状況等
　本資産運用会社は、当期末日現在第二種金融商品取引業及び宅地建物取引業の業務を兼業していますが、該
当する取引はありません。

経 理 の 状 況

〈1〉資 産 、負 債 、元 本 及 び 損 益 の 状 況
　後記、「Ⅱ．貸借対照表」、「Ⅲ．損益計算書」、「Ⅳ．投資主資本等変動計算書」、「Ⅴ．注記表」及び「Ⅵ．金銭の分配に係
る計算書」をご参照ください。

〈 2 〉減 価 償 却 額 の 算 定 方 法 の 変 更
　該当事項はありません。

〈 3 〉不 動 産 等 及 び イン フラ 資 産 等 の 評 価 方 法 の 変 更
　該当事項はありません。

自 社 設 定 投 資 信 託 受 益 証 券 等 の 状 況 等

　該当事項はありません。

海 外 不 動 産 保 有 法 人 に 係 る 開 示

　該当事項はありません。

海 外 不 動産 保 有 法 人が 有する不 動産に係る開示

　該当事項はありません。

そ の 他

〈1〉お 知ら せ
　投資法人役員会
　当期において、本投資法人の役員会で承認された主要な契約の締結・変更のうち主なものは以下のとおりです。

承認日 項　目 概　要

2017年
10月13日

新投資口の発行に係る
新投資口引受契約等の締結

新投資口の発行について新投資口引受契約等の締結を決議し、
大和証券株式会社、SMBC日興証券株式会社及びみずほ証券株
式会社に投資口の募集に関する事務を委託しました。

〈 2 〉金 額 及 び 比 率 の 端 数 処 理
　本書では、特に記載のない限り、記載未満の数値について、金額は切り捨て、比率は四捨五入により記載してい
ます。
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Ⅱ. 貸 借 対 照 表

（単位：千円）
前　期（ご参考）

（2017年4月30日）
当　期

（2017年10月31日）

資産の部
流動資産

現金及び預金 857,771 1,073,276
信託現金及び信託預金 ※１　2,986,612 ※１　3,097,864
営業未収入金 7,979 7,665
前払費用 111,366 84,713
繰延税金資産 12 14
未収消費税等 57,334 −
流動資産合計 4,021,076 4,263,534

固定資産
有形固定資産

信託建物 11,058,544 11,104,973
減価償却累計額 △627,395 △805,289
信託建物（純額） ※１　10,431,149 ※１　10,299,684

信託構築物 122,122 122,122
減価償却累計額 △19,849 △25,075
信託構築物（純額） ※１　102,272 ※１　97,047

信託機械及び装置 284,229 284,229
減価償却累計額 △44,161 △56,560
信託機械及び装置（純額） ※１　240,068 ※１　227,669

信託工具、器具及び備品 97,799 99,953
減価償却累計額 △17,809 △22,990
信託工具、器具及び備品（純額） ※１　79,989 ※１　76,963

信託土地 ※１　25,173,648 ※１　25,173,648
有形固定資産合計 36,027,128 35,875,013

投資その他の資産
長期前払費用 203,042 180,273
差入敷金及び保証金 10,000 10,000
投資その他の資産合計 213,042 190,273

固定資産合計 36,240,171 36,065,287
繰延資産

投資口交付費 30,169 22,402
繰延資産合計 30,169 22,402

資産合計 40,291,417 40,351,223

（単位：千円）
前　期（ご参考）

（2017年4月30日）
当　期

（2017年10月31日）

負債の部
流動負債

営業未払金 67,812 68,696
1年内返済予定の長期借入金 ※１　2,000,000 ※１　2,000,000
未払金 75,132 76,223
未払法人税等 853 910
未払消費税等 − 59,857
前受金 269,591 263,151
その他 42,937 88,860
流動負債合計 2,456,327 2,557,698

固定負債
長期借入金 ※１　16,700,000 ※１　16,700,000
信託預り敷金及び保証金 1,731,000 1,727,855
その他 14,673 7,796
固定負債合計 18,445,673 18,435,651

負債合計 20,902,000 20,993,350
純資産の部

投資主資本
出資総額 18,745,895 18,745,895

出資総額控除額
一時差異等調整引当額 ※３　△20,608 ※３　△14,656
出資総額控除額合計 △20,608 △14,656

出資総額（純額） 18,725,287 18,731,239
剰余金

当期未処分利益又は当期未処理損失（△） 678,802 634,430
剰余金合計 678,802 634,430

投資主資本合計 19,404,089 19,365,669
評価・換算差額等

繰延ヘッジ損益 △14,673 △7,796
評価・換算差額等合計 △14,673 △7,796

純資産合計 ※２　19,389,416 ※２　19,357,873
負債純資産合計 40,291,417 40,351,223
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Ⅲ. 損 益 計 算 書

（単位：千円）
前　期（ご参考）

自 2016年11月 1日（至 2017年 4月30日）
当　期

自 2017年 5月 1日（至 2017年10月31日）
営業収益

賃貸事業収入 ※１　1,461,760 ※１　1,464,469
その他賃貸事業収入 ※１　154,847 ※１　169,070
営業収益合計 1,616,607 1,633,540

営業費用
賃貸事業費用 ※１　685,099 ※１　731,021
資産運用報酬 89,830 93,624
資産保管手数料 1,699 1,963
一般事務委託手数料 11,248 11,219
役員報酬 3,900 3,900
その他営業費用 33,146 37,022
営業費用合計 824,925 878,751

営業利益 791,682 754,789
営業外収益

受取利息 17 18
損害賠償金 − 2,404
雑収入 − 94
営業外収益合計 17 2,517

営業外費用
支払利息 75,379 79,503
融資関連費用 49,696 49,490
その他 7,767 7,767
営業外費用合計 132,843 136,762

経常利益 658,855 620,544
税引前当期純利益 658,855 620,544
法人税、住民税及び事業税 855 913
法人税等調整額 2 △2
法人税等合計 858 910
当期純利益 657,996 619,634
前期繰越利益 20,805 14,796
当期未処分利益又は当期未処理損失（△） 678,802 634,430

前期（ご参考）（自 2016年11月1日　至 2017年4月30日）
投資主資本

出資総額 剰余金

出資総額
出資総額控除額 出資総額

（純額）
当期未処分利益又
は当期未処理損失

（△）
一時差異等
調整引当額

出資総額
控除額合計

当期首残高 16,521,321 △31,234 △31,234 16,490,087 574,162
当期変動額    
　新投資口の発行 2,224,573 2,224,573
　剰余金の配当 △542,731

一時差異等調整引当額の戻入 10,626 10,626 10,626 △10,626
　当期純利益 657,996

投資主資本以外の項目の当期変動額（純額）
当期変動額合計 2,224,573 10,626 10,626 2,235,199 104,639
当期末残高 ※1� 18,745,895 △20,608 △20,608 18,725,287 678,802

（単位：千円）
投資主資本 評価・換算差額等

純資産合計剰余金 投資主資本合計 繰延ヘッジ損益 評価・換算
差額等合計剰余金合計

当期首残高 574,162 17,064,250 △20,715 △20,715 17,043,534
当期変動額   
　新投資口の発行 2,224,573 2,224,573
　剰余金の配当 △542,731 △542,731 △542,731

一時差異等調整引当額の戻入 △10,626 − −
　当期純利益 657,996 657,996 657,996

投資主資本以外の項目の当期変動額（純額） 6,042 6,042 6,042
当期変動額合計 104,639 2,339,839 6,042 6,042 2,345,881
当期末残高 678,802 19,404,089 △14,673 △14,673 19,389,416

当期（自 2017年5月1日　至 2017年10月31日）
投資主資本

出資総額 剰余金

出資総額
出資総額控除額 出資総額

（純額）
当期未処分利益又
は当期未処理損失

（△）
一時差異等
調整引当額

出資総額
控除額合計

当期首残高 18,745,895 △20,608 △20,608 18,725,287 678,802
当期変動額     
　剰余金の配当 △658,054

一時差異等調整引当額の戻入 5,952 5,952 5,952 △5,952
　当期純利益  619,634

投資主資本以外の項目の当期変動額（純額）  
当期変動額合計 − 5,952 5,952 5,952 △44,371
当期末残高 ※1� 18,745,895 △14,656 △14,656 18,731,239 634,430

（単位：千円）
投資主資本 評価・換算差額等

純資産合計剰余金 投資主資本合計 繰延ヘッジ損益 評価・換算
差額等合計剰余金合計

当期首残高 678,802 19,404,089 △14,673 △14,673 19,389,416
当期変動額  
　剰余金の配当 △658,054 △658,054 △658,054

一時差異等調整引当額の戻入 △5,952 − −
　当期純利益 619,634 619,634 619,634

投資主資本以外の項目の当期変動額（純額） 6,877 6,877 6,877
当期変動額合計 △44,371 △38,419 6,877 6,877 △31,542
当期末残高 634,430 19,365,669 △7,796 △7,796 19,357,873

Ⅳ. 投資主資本等変動計算書
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Ⅴ. 注 記 表

［継続企業の前提に関する注記］

前　期（ご参考）
（自 2016年11月 1日　至 2017年 4月30日）

当　期
（自 2017年 5月 1日　至 2017年10月31日）

該当事項はありません。 該当事項はありません。

［重要な会計方針に係る事項に関する注記］

項目 前　期（ご参考）
（自 2016年11月 1日　至 2017年 4月30日）

当　期
（自 2017年 5月 1日　至 2017年10月31日）

１．固定資産の減価償却
の方法

（1）有形固定資産（信託財産を含む。）
定額法を採用しています。
なお、主たる有形固定資産の耐用年数は
以下のとおりです。
　建物	 2〜62年
　構築物	 2〜60年
　機械及び装置	 4〜35年
　工具、器具及び備品	 2〜27年

（2）長期前払費用
定額法を採用しています。

（1）有形固定資産（信託財産を含む。）
定額法を採用しています。
なお、主たる有形固定資産の耐用年数は
以下のとおりです。
　建物	 2〜62年
　構築物	 2〜60年
　機械及び装置	 4〜35年
　工具、器具及び備品	 2〜27年

（2）長期前払費用
定額法を採用しています。

２．繰延資産の処理方法 投資口交付費
3年間にわたり均等償却しています。

投資口交付費
3年間にわたり均等償却しています。

３．収益及び費用の計上
基準

固定資産税等の処理方法
　保有する不動産等に係る固定資産税、
都市計画税及び償却資産税等について
は、賦課決定された税額のうち、当該計算
期間に対応する額を不動産賃貸費用とし
て費用処理する方法を採用しています。
　なお、不動産等の取得に伴い、譲渡人に
支払った取得日を含む年度の固定資産税
等の精算金は、不動産賃貸費用として計
上せず、当該不動産等の取得原価に算入
しています。

固定資産税等の処理方法
　保有する不動産等に係る固定資産税、
都市計画税及び償却資産税等について
は、賦課決定された税額のうち、当該計算
期間に対応する額を不動産賃貸費用とし
て費用処理する方法を採用しています。
　なお、不動産等の取得に伴い、譲渡人に
支払った取得日を含む年度の固定資産税
等の精算金は、不動産賃貸費用として計
上せず、当該不動産等の取得原価に算入
しています。

４．ヘッジ会計の方法 （1）繰延ヘッジ等のヘッジ会計の方法
　繰延ヘッジ処理によっています。

（2）ヘッジ手段とヘッジ対象
　ヘッジ手段 金利スワップ取引
　ヘッジ対象 借入金金利

（3）ヘッジ方針
　本投資法人は、財務方針に基づき、規約
に規定するリスクをヘッジする目的でデ
リバティブ取引を行っています。

（4）ヘッジの有効性評価の方法
　ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動
の累計と、ヘッジ手段のキャッシュ・フ
ロー変動の累計とを比較し、両者の変動
額の比率を検証することにより、ヘッジ
の有効性を評価しています。

（1）繰延ヘッジ等のヘッジ会計の方法
　繰延ヘッジ処理によっています。

（2）ヘッジ手段とヘッジ対象
　ヘッジ手段 金利スワップ取引
　ヘッジ対象 借入金金利

（3）ヘッジ方針
　本投資法人は、財務方針に基づき、規約
に規定するリスクをヘッジする目的でデ
リバティブ取引を行っています。

（4）ヘッジの有効性評価の方法
　ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変動
の累計と、ヘッジ手段のキャッシュ・フ
ロー変動の累計とを比較し、両者の変動
額の比率を検証することにより、ヘッジ
の有効性を評価しています。

項目 前　期（ご参考）
（自 2016年11月 1日　至 2017年 4月30日）

当　期
（自 2017年 5月 1日　至 2017年10月31日）

5．その他計算書類作成
のための基本となる
重要な事項

（1）不動産等を信託財産とする信託受益
権に関する会計処理方法
　保有する不動産等を信託財産とする
信託受益権については、信託財産内の全
ての資産及び負債勘定並びに信託財産
に生じた全ての収益及び費用勘定につい
て、貸借対照表及び損益計算書の該当勘
定科目に計上しています。
　なお、該当勘定科目に計上した信託財
産のうち重要性がある下記の科目につい
ては、貸借対照表において区分掲記して
います。
　①信託現金及び信託預金
　②�信託建物、信託構築物、信託機械及

び装置、信託工具、器具及び備品、信
託土地、信託建設仮勘定

　③信託預り敷金及び保証金
（2）消費税等の処理方法
　消費税及び地方消費税の会計処理は、
税抜処理によっています。ただし、固定資
産等に係る控除対象外消費税は各固定
資産等の取得原価に算入しています。

（1）不動産等を信託財産とする信託受益
権に関する会計処理方法
　保有する不動産等を信託財産とする
信託受益権については、信託財産内の全
ての資産及び負債勘定並びに信託財産
に生じた全ての収益及び費用勘定につい
て、貸借対照表及び損益計算書の該当勘
定科目に計上しています。
　なお、該当勘定科目に計上した信託財
産のうち重要性がある下記の科目につい
ては、貸借対照表において区分掲記して
います。
　①信託現金及び信託預金
　②�信託建物、信託構築物、信託機械及

び装置、信託工具、器具及び備品、信
託土地

　③信託預り敷金及び保証金
（2）消費税等の処理方法
　消費税及び地方消費税の会計処理は、
税抜処理によっています。ただし、固定資
産等に係る控除対象外消費税は各固定
資産等の取得原価に算入しています。

［貸借対照表に関する注記］
前　期（ご参考）

（2017年4月30日）
当　期

（2017年10月31日）

※1．担保に供している資産及び担保を付している債務
担保に供している資産は次のとおりです。

（単位：千円）
信託現金及び信託預金 2,986,612
信託建物 10,431,149
信託構築物 102,272
信託機械及び装置 240,068
信託工具、器具及び備品 79,989
信託土地 25,173,648

　　　合計 39,013,741

　担保を付している債務は次のとおりです。
（単位：千円）

1年内返済予定の長期借入金 2,000,000
長期借入金 16,700,000

　　　合計 18,700,000

※2．投信法第67条第4項に定める最低純資産額
50,000千円

※1．担保に供している資産及び担保を付している債務
担保に供している資産は次のとおりです。

（単位：千円）
信託現金及び信託預金 3,097,864
信託建物 10,299,684
信託構築物 97,047
信託機械及び装置 227,669
信託工具、器具及び備品 76,963
信託土地 25,173,648

　　　合計 38,972,877

　担保を付している債務は次のとおりです。
（単位：千円）

1年内返済予定の長期借入金 2,000,000
長期借入金 16,700,000

　　　合計 18,700,000

※2．投信法第67条第4項に定める最低純資産額
50,000千円
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※3.一時差異等調整引当額
前期（ご参考）（自 2016年11月1日　至 2017年4月30日）
1.引当・戻入れの発生事由、発生した資産等及び引当額

（単位：千円）
発生した資産等 発生した事由 当初発生額 当期首残高 当期引当額 当期戻入額 当期末残高 戻入れの事由

繰延ヘッジ損益 金利スワップ
評価損の発生 31,234 31,234 − △10,626 20,608

デリバティブ
取引の時価の
変動

2．戻入れの具体的な方法
（1）繰延ヘッジ損益
　ヘッジ手段であるデリバティブ取引の時価の変動に応じて戻し入れる予定です。

当期（自 2017年5月1日　至 2017年10月31日）
1.引当・戻入れの発生事由、発生した資産等及び引当額

（単位：千円）
発生した資産等 発生した事由 当初発生額 当期首残高 当期引当額 当期戻入額 当期末残高 戻入れの事由

繰延ヘッジ損益 金利スワップ
評価損の発生 31,234 20,608 − △5,952 14,656

デリバティブ
取引の時価の
変動

2．戻入れの具体的な方法
（1）繰延ヘッジ損益
　ヘッジ手段であるデリバティブ取引の時価の変動に応じて戻し入れる予定です。

［損益計算書に関する注記］
前　期（ご参考）

（自 2016年11月 1日　至 2017年 4月30日）
当　期

（自 2017年 5月 1日　至 2017年10月31日）

※１．不動産賃貸事業損益の内訳
（単位：千円）

　A．不動産賃貸事業収益
　　　賃貸事業収入
　　　　賃料収入 1,240,084
　　　　共益費収入 147,280
　　　　駐車場等収入 55,604
　　　　その他賃貸収入 18,790
　　　　　小計 1,461,760
　　　その他賃貸事業収入
　　　　水道光熱費収入 126,120
　　　　その他収入 28,726
　　　　　小計 154,847
　不動産賃貸事業収益合計 1,616,607
　B．不動産賃貸事業費用
　　　賃貸事業費用
　　　　管理委託費 149,668
　　　　信託報酬 6,897
　　　　水道光熱費 125,307
　　　　損害保険料 3,095
　　　　修繕費 47,103
　　　　公租公課 115,083
　　　　減価償却費 207,977
　　　　その他費用 29,965
　不動産賃貸事業費用合計 685,099
　C．不動産賃貸事業損益（A－B） 931,507

※1．不動産賃貸事業損益の内訳
（単位：千円）

　A．不動産賃貸事業収益
　　　賃貸事業収入
　　　　賃料収入 1,244,369
　　　　共益費収入 144,938
　　　　駐車場等収入 56,283
　　　　その他賃貸収入 18,878
　　　　　小計 1,464,469
　　　その他賃貸事業収入
　　　　水道光熱費収入 143,962
　　　　その他収入 25,108
　　　　　小計 169,070
　不動産賃貸事業収益合計 1,633,540
　B．不動産賃貸事業費用
　　　賃貸事業費用
　　　　管理委託費 147,878
　　　　信託報酬 6,900
　　　　水道光熱費 142,002
　　　　損害保険料 2,999
　　　　修繕費 58,450
　　　　公租公課 128,799
　　　　減価償却費 204,011
　　　　その他費用 39,979
　不動産賃貸事業費用合計 731,021
　C．不動産賃貸事業損益（A－B） 902,519

［投資主資本等変動計算書に関する注記］
前　期（ご参考）

（自 2016年11月 1日　至 2017年 4月30日）
当　期

（自 2017年 5月 1日　至 2017年10月31日）

※1．発行可能投資口総口数及び発行済投資口の総口数
　発行可能投資口総口数 10,000,000口
　発行済投資口の総口数 183,200口

※1．発行可能投資口総口数及び発行済投資口の総口数
　発行可能投資口総口数 10,000,000口
　発行済投資口の総口数 183,200口
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［税効果会計に関する注記］
前　期（ご参考）

（2017年 4月30日）
当　期

（2017年10月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因
別内訳

（単位：千円）
　（繰延税金資産－流動）
　　未払事業税損金不算入額 12
　　繰延税金資産（流動）合計 12
　（繰延税金資産－流動）の純額 12

　（繰延税金資産－固定）
　繰延ヘッジ損失 4,657
　繰延税金資産（固定）小計 4,657
　評価性引当額 △4,657
　繰延税金資産（固定）合計 －
　（繰延税金資産－固定）の純額 －

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負
担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の
原因となった主要な項目別の内訳

（単位：％）
　　法定実効税率 31.74
　（調整）
　　支払分配金の損金算入額 △31.70
　　その他 0.09

税効果会計適用後の法人税等の
負担率 0.13

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因
別内訳

（単位：千円）
　（繰延税金資産－流動）
　　未払事業税損金不算入額 14
　　繰延税金資産（流動）合計 14
　（繰延税金資産－流動）の純額 14

　（繰延税金資産－固定）
　繰延ヘッジ損失 2,474
　繰延税金資産（固定）小計 2,474
　評価性引当額 △2,474
　繰延税金資産（固定）合計 －
　（繰延税金資産－固定）の純額 －

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負
担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の
原因となった主要な項目別の内訳

（単位：％）
　　法定実効税率 31.74
　（調整）
　　支払分配金の損金算入額 △31.69
　　その他 0.10

税効果会計適用後の法人税等の
負担率 0.15

［リースにより使用する固定資産に関する注記］
前　期（ご参考）

（自 2016年11月 1日　至 2017年 4月30日）
当　期

（自 2017年 5月 1日　至 2017年10月31日）

該当事項はありません。 該当事項はありません。

［金融商品に関する注記］
前期（ご参考）（自 2016年11月1日　至 2017年4月30日）
１．金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

　本投資法人では、中長期的に安定的かつ健全な財務基盤を構築することを基本方針とし、金融機関から
の借入れ、投資法人債の発行又は新投資口の発行等によって、分散され、バランスのとれた資金調達を行い
ます。
　新投資口の発行は、発行に伴い取得する物件の収益性、取得時期、LTV水準、有利子負債の返済時期等を
総合的に考慮し、新投資口の発行による持分割合の低下に配慮した上で適時に実施するものとします。借入
金及び投資法人債の発行により調達した資金の使途は、資産の取得、修繕、敷金・保証金の返済、分配金の支
払、本投資法人の費用の支払又は債務の返済等としています。
　また、諸々の資金ニーズに対応するため、融資枠等の設定状況も勘案した上で、妥当と考えられる金額を
現預金として保有するものとします。
　デリバティブ取引については、借入金等の金利変動リスクその他のリスクをヘッジする目的として行うこ
とがありますが、投機的な取引は行いません。

（2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　借入金及び投資法人債は、主に資産の取得資金、債務の返済・償還資金の調達を目的としています。借入
金及び投資法人債は、弁済期の到来時に借換えを行うことができないリスクに晒されていますが、調達先の
分散を図り、投資口の発行等による資金調達を含めたバランスの取れた資金調達案を検討し、実行すること
でリスクの低減を図っています。
　また、変動金利による借入金は、支払金利の上昇リスクに晒されていますが、LTVの上限を設定し、金利の
上昇が本投資法人の運営に与える影響を限定しています。また、かかるリスクと金利を固定化するコストの
バランスを勘案し、支払利息を固定化するデリバティブ取引（金利スワップ取引等）をヘッジ手段として利用
できることとしています。ただし、現在のマイナス金利政策を起因とする金利スワップ契約への影響につい
てリスクが排除できない状況下においては、金利スワップの契約は行わないこととします。
　預金は、本投資法人の余剰資金を運用するものであり、預入先金融機関の破綻など信用リスクに晒されて
いますが、安全性及び換金性を考慮し、預入期間を短期に限定して運用しています。

（3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
該当事項はありません。
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２．金融商品の時価等に関する事項
　2017年4月30日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。

（単位：千円）
貸借対照表計上額 時価 差額

（1）現金及び預金 857,771 857,771 ―
（2）信託現金及び信託預金 2,986,612 2,986,612 ―
　資産合計 3,844,383 3,844,383 ―

（3）1年内返済予定の長期借入金 2,000,000 2,000,000 ―
（4）長期借入金 16,700,000 16,723,254 23,254
　負債合計 18,700,000 18,723,254 23,254

（5）デリバティブ取引（※） （14,673） （14,673） ―
（※）	‌� デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目については、（　）で示してい

ます。
（注1）	金融商品の時価の算定方法及びデリバティブ取引に関する事項
	 （1）現金及び預金、（2）信託現金及び信託預金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。
	 （3）1年内返済予定の長期借入金、（4）長期借入金

長期借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、時価は帳簿価額にほぼ等しいと考えられるため、当該帳簿
価額によっています。また、固定金利によるものは、元利金の合計額を、同様の借入れを行った場合に適用される合理的に見積られ
る利率で割り引いて算定する方法によっています。

	 （5）デリバティブ取引
①ヘッジ会計が適用されていないもの：該当するものはありません。
②ヘッジ会計が適用されているもの：ヘッジ会計の方法ごとの決算日における契約額又は契約において定められた元本相当額等
は、次のとおりです。
� （単位：千円）

ヘッジ会計の
方法

デリバティブ取引の
種類等

主な
ヘッジ対象

契約額等（※1）
時価（※2）

うち1年超
原則的

処理方法
金利スワップ取引
支払固定・受取変動 長期借入金 6,000,000 4,000,000 △14,673

（※1）	契約額等は、想定元本に基づいて表示しています。
（※2）	時価は、取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。

（注2）	時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
	� 賃貸物件における賃借人から預託されている信託預り敷金及び保証金は、市場価格がなく、かつ賃借人の入居から退去までの実質

的な預託期間を算定することが困難であることから、合理的にキャッシュ・フローを見積もることが極めて困難と認められるため、時価
開示の対象とはしていません。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　　（単位：千円）
区分 貸借対照表計上額（※1）

信託預り敷金及び保証金 1,771,436
（※1）	 金額は、1年内返還予定信託預り敷金及び保証金40,436千円を含んでいます。

（注3）	金銭債権の決算日（2017年4月30日）後の償還予定額� （単位：千円）

1年以内 1年超
2年以内

2年超
3年以内

3年超
4年以内

4年超
5年以内 5年超

現金及び預金 857,771 ― ― ― ― ―
信託現金及び
信託預金 2,986,612 ― ― ― ― ―

合計 3,844,383 ― ― ― ― ―

（注4）	借入金の決算日（2017年4月30日）後の返済予定額� （単位：千円）

1年以内 1年超
2年以内

2年超
3年以内

3年超
4年以内

4年超
5年以内 5年超

長期借入金 2,000,000 2,000,000 4,000,000 3,600,000 3,900,000 3,200,000
合計 2,000,000 2,000,000 4,000,000 3,600,000 3,900,000 3,200,000

当期（自 2017年5月1日　至 2017年10月31日）
１．金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品に対する取組方針

　本投資法人では、中長期的に安定的かつ健全な財務基盤を構築することを基本方針とし、金融機関から
の借入れ、投資法人債の発行又は新投資口の発行等によって、分散され、バランスのとれた資金調達を行い
ます。
　新投資口の発行は、発行に伴い取得する物件の収益性、取得時期、LTV水準、有利子負債の返済時期等を
総合的に考慮し、新投資口の発行による持分割合の低下に配慮した上で適時に実施するものとします。借入
金及び投資法人債の発行により調達した資金の使途は、資産の取得、修繕、敷金・保証金の返済、分配金の支
払、本投資法人の費用の支払又は債務の返済等としています。
　また、諸々の資金ニーズに対応するため、融資枠等の設定状況も勘案した上で、妥当と考えられる金額を
現預金として保有するものとします。
　デリバティブ取引については、借入金等の金利変動リスクその他のリスクをヘッジする目的として行うこ
とがありますが、投機的な取引は行いません。

（2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制
　借入金及び投資法人債は、主に資産の取得資金、債務の返済・償還資金の調達を目的としています。借入
金及び投資法人債は、弁済期の到来時に借換えを行うことができないリスクに晒されていますが、調達先の
分散を図り、投資口の発行等による資金調達を含めたバランスのとれた資金調達案を検討し、実行すること
でリスクの低減を図っています。
　また、変動金利による借入金は、支払金利の上昇リスクに晒されていますが、LTVの上限を設定し、金利の
上昇が本投資法人の運営に与える影響を限定しています。また、かかるリスクと金利を固定化するコストの
バランスを勘案し、支払利息を固定化するデリバティブ取引（金利スワップ取引等）をヘッジ手段として利用
できることとしています。ただし、現在のマイナス金利政策を起因とする金利スワップ契約への影響につい
てリスクが排除できない状況下においては、金利スワップの契約は行わないこととします。
　預金は、本投資法人の余剰資金を運用するものであり、預入先金融機関の破綻など信用リスクに晒されて
いますが、安全性及び換金性を考慮し、預入期間を短期に限定して運用しています。

（3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
該当事項はありません。
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２．金融商品の時価等に関する事項
　2017年10月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。

（単位：千円）
貸借対照表計上額 時価 差額

（1）現金及び預金 1,073,276 1,073,276 ―
（2）信託現金及び信託預金 3,097,864 3,097,864 ―
　資産合計 4,171,140 4,171,140 ―

（3）1年内返済予定の長期借入金 2,000,000 2,000,000 ―
（4）長期借入金 16,700,000 16,703,552 3,552
　負債合計 18,700,000 18,703,552 3,552

（5）デリバティブ取引（※） （7,796） （7,796） ―
（※）	� デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目については、（　）で示してい

ます。
（注1）	金融商品の時価の算定方法及びデリバティブ取引に関する事項
	 （1）現金及び預金、（2）信託現金及び信託預金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。
	 （3）1年内返済予定の長期借入金、（4）長期借入金

長期借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、時価は帳簿価額にほぼ等しいと考えられるため、当該帳簿
価額によっています。また、固定金利によるものは、元利金の合計額を、同様の借入れを行った場合に適用される合理的に見積られ
る利率で割り引いて算定する方法によっています。

	 （5）デリバティブ取引
①ヘッジ会計が適用されていないもの：該当するものはありません。
②‌�ヘッジ会計が適用されているもの：ヘッジ会計の方法ごとの決算日における契約額又は契約において定められた元本相当額等

は、次のとおりです。
� （単位：千円）

ヘッジ会計の
方法

デリバティブ取引の
種類等

主な
ヘッジ対象

契約額等（※1）
時価（※2）

うち1年超
原則的

処理方法
金利スワップ取引
支払固定・受取変動 長期借入金 6,000,000 4,000,000 △7,796

（※1）	契約額等は、想定元本に基づいて表示しています。
（※2）	時価は、取引先金融機関から提示された価格等に基づき算定しております。

（注2）	時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
	� 賃貸物件における賃借人から預託されている信託預り敷金及び保証金は、市場価格がなく、かつ賃借人の入居から退去までの実質

的な預託期間を算定することが困難であることから、合理的にキャッシュ・フローを見積もることが極めて困難と認められるため、時価
開示の対象とはしていません。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　（単位：千円）
区分 貸借対照表計上額（※1）

信託預り敷金及び保証金 1,815,415
（※1）	 金額は、1年内返還予定信託預り敷金及び保証金87,560千円を含んでいます。

（注3）	金銭債権の決算日（2017年10月31日）後の償還予定額� （単位：千円）

1年以内 1年超
2年以内

2年超
3年以内

3年超
4年以内

4年超
5年以内 5年超

現金及び預金 1,073,276 ― ― ― ― ―
信託現金及び
信託預金 3,097,864 ― ― ― ― ―

合計 4,171,140 ― ― ― ― ―

（注4）	借入金の決算日（2017年10月31日）後の返済予定額� （単位：千円）

1年以内 1年超
2年以内

2年超
3年以内

3年超
4年以内

4年超
5年以内 5年超

長期借入金 2,000,000 4,000,000 3,600,000 3,700,000 2,200,000 3,200,000
合計 2,000,000 4,000,000 3,600,000 3,700,000 2,200,000 3,200,000

［賃貸等不動産に関する注記］
前期（ご参考）（自 2016年11月1日　至 2017年4月30日）
　本投資法人では東京経済圏において、賃貸収益を得ることを目的として賃貸オフィスビルや賃貸商業施設、賃
貸住宅等を所有しています。これら賃貸等不動産に関する2017年4月30日現在の貸借対照表計上額、当期増
減額及び時価は、次のとおりです。

（単位：千円）
貸借対照表計上額（注1）

当期末の時価（注3）
当期首残高 当期増減額（注2） 当期末残高

30,795,528 5,231,599 36,027,128 40,083,000
（注1）	貸借対照表計上額は、取得価額から減価償却累計額を控除した金額です。
（注2）	�当期の主な増加額は「JPT元町ビル」を含む5物件（5,392,285千円）の取得によるものであり、主な減少額は減価償却費（207,977

千円）の計上によるものです。
（注3）	当期末の時価は、社外の不動産鑑定士による鑑定評価額又は調査価額を記載しています。

　なお、賃貸等不動産に関する2017年4月期（第5期）における損益は、前記「損益計算書に関する注記」に記載
のとおりです。

当期（自 2017年5月1日　至 2017年10月31日）
　本投資法人では東京経済圏において、賃貸収益を得ることを目的として賃貸オフィスビルや賃貸商業施設、賃
貸住宅等を所有しています。これら賃貸等不動産に関する2017年10月31日現在の貸借対照表計上額、当期増
減額及び時価は、次のとおりです。

（単位：千円）
貸借対照表計上額（注1）

当期末の時価（注3）
当期首残高 当期増減額（注2） 当期末残高

36,027,128 △152,115 35,875,013 40,338,000
（注1）	貸借対照表計上額は、取得価額から減価償却累計額を控除した金額です。
（注2）	�当期の主な増加額は「プライムガーデン浄化槽廃止・本下水道本管接続工事」（20,364千円）等の取得によるものであり、主な減少額

は減価償却費（204,011千円）の計上によるものです。
（注3）	当期末の時価は、社外の不動産鑑定士による鑑定評価額又は調査価額を記載しています。

　なお、賃貸等不動産に関する2017年10月期（第6期）における損益は、前記「損益計算書に関する注記」に記載
のとおりです。

［資産の運用の制限に関する注記］
前　期（ご参考）

（自 2016年11月 1日　至 2017年 4月30日）
当　期

（自 2017年 5月 1日　至 2017年10月31日）

該当事項はありません。 該当事項はありません。
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［関連当事者との取引に関する注記］
前期（ご参考）（自 2016年11月1日　至 2017年4月30日）

属性
会社等の
名称又は

氏名

事業の
内容

又は職業

投資口の
所有割合

取引の
内容

取引金額
（千円） 科目 期末残高

（千円）

資産運用会社
の親法人等 トーセイ株式会社 不動産業

被所有
直接

6.45％

不動産等の
購入 5,337,000 ― ―

不動産等
の賃貸等
（注3）

280,340

前受金 45,715
信託預り
敷金及び
保証金

295,775

資産運用会社
の親法人等

トーセイ・コミュニティ
株式会社

不動産
管理業 ―

不動産管理
委託報酬等

（注4）
171,232 営業

未払金 32,452

（注1）	上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれています。
（注2）	取引条件は、市場の実勢価格に基づいて決定しています。
（注3）	上記記載には、賃料及び共益費のほか、駐車場使用料、水道光熱費等が含まれています。
（注4）	上記記載には、管理委託費のほか、修繕費、広告宣伝費等が含まれています。

当期（自 2017年5月1日　至 2017年10月31日）

属性
会社等の
名称又は

氏名

事業の
内容

又は職業

投資口の
所有割合

取引の
内容

取引金額
（千円） 科目 期末残高

（千円）

資産運用会社
の親法人等 トーセイ株式会社 不動産業

被所有
直接

6.45％

不動産等
の賃貸等
（注3）

289,247

前受金 45,715
信託預り
敷金及び
保証金

297,016

資産運用会社
の親法人等

トーセイ・コミュニティ
株式会社

不動産
管理業 ―

不動産管理
委託報酬等

（注4）
174,044 営業

未払金 30,888

（注1）	上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれています。
（注2）	取引条件は、市場の実勢価格に基づいて決定しています。
（注3）	上記記載には、賃料及び共益費のほか、駐車場使用料、水道光熱費等が含まれています。
（注4）	上記記載には、管理委託費のほか、修繕費、広告宣伝費等が含まれています。

［1口当たり情報に関する注記］
前　期（ご参考）

（自 2016年11月 1日　至 2017年 4月30日）
当　期

（自 2017年 5月 1日　至 2017年10月31日）

1口当たり純資産額 105,837円
1口当たり当期純利益 3,591円
1口当たり当期純利益は、当期純利益を日数加重平均
投資口数で除することにより算定しています。また、潜
在投資口調整後1口当たり当期純利益については、潜
在投資口がないため記載しておりません。

1口当たり純資産額 105,665円
1口当たり当期純利益 3,382円
1口当たり当期純利益は、当期純利益を日数加重平均
投資口数で除することにより算定しています。また、潜
在投資口調整後1口当たり当期純利益については、潜
在投資口がないため記載しておりません。

（注） 1口当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりです。

前　期（ご参考）
（自 2016年11月 1日　至 2017年 4月30日）

当　期
（自 2017年 5月 1日　至 2017年10月31日）

当期純利益（千円） 657,996
普通投資主に帰属しない金額（千円） ―
普通投資口に係る当期純利益（千円） 657,996
期中平均投資口数（口） 183,200

当期純利益（千円） 619,634
普通投資主に帰属しない金額（千円） ―
普通投資口に係る当期純利益（千円） 619,634
期中平均投資口数（口） 183,200

［重要な後発事象に関する注記］
前期（ご参考）（自 2016年11月1日　至 2017年4月30日）
　該当事項はありません。

当期（自 2017年5月1日　至 2017年10月31日）
１．資産の取得
　本投資法人は、2017年10月13日付で以下の8物件の取得に係る売買契約を締結し、2017年11月2日付で当
該資産を取得しました。
物件名称 長者町デュオビル 物件名称 和紅ビル
資産の種類 信託受益権 資産の種類 信託受益権
取得価格（注） 1,300百万円 取得価格（注） 1,400百万円
取得先 トーセイ株式会社 取得先 トーセイ株式会社
取得年月日 2017年11月2日 取得年月日 2017年11月2日

物件名称 ツイン・アベニュー 物件名称 マイルストン東久留米
資産の種類 信託受益権 資産の種類 信託受益権
取得価格（注） 1,880百万円 取得価格（注） 1,650百万円
取得先 トーセイ株式会社 取得先 トーセイ株式会社
取得年月日 2017年11月2日 取得年月日 2017年11月2日

物件名称 ルミエール3番館 物件名称 T's garden西船橋
資産の種類 信託受益権 資産の種類 信託受益権
取得価格（注） 1,420百万円 取得価格（注） 860百万円
取得先 トーセイ株式会社 取得先 トーセイ株式会社
取得年月日 2017年11月2日 取得年月日 2017年11月2日

物件名称 クエスト山手台 物件名称 サンセール与野本町
資産の種類 信託受益権 資産の種類 信託受益権
取得価格（注） 710百万円 取得価格（注） 600百万円
取得先 トーセイ株式会社 取得先 トーセイ株式会社
取得年月日 2017年11月2日 取得年月日 2017年11月2日

（注）	不動産又は信託受益権の売買媒介手数料、公租公課等を含まない売買代金を記載しています。

２．新投資口の発行
　本投資法人は、2017年10月13日及び2017年10月23日開催の役員会において、以下のとおり新投資口の発
行に関する決議を行い、2017年11月1日に公募による新投資口の発行に係る払込みが完了しています。この結
果、出資総額は23,907百万円、発行済投資口の総口数は234,400口となっています。

（一般募集（公募）による新投資口の発行）

発行新投資口数 ： 51,200口
発行価格（募集価格） ： 1口当たり104,462円
発行価格（募集価格）の総額 ： 5,348,454,400円
発行価額（払込金額） ： 1口当たり100,819円
発行価額（払込金額）の総額 ： 5,161,932,800円
払込期日 ： 2017年11月1日
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（資金使途）
　上記の公募による新投資口発行による資金調達については、本投資法人による新たな特定資産の取得のため
の資金の一部（取得費用等を含みます。）に充当しました。

3．資金の借入れ
　本投資法人は、前記「1．資産の取得」に記載の不動産信託受益権の取得資金及び関連費用の一部に充当する
ため、以下の資金の借入れを実行しました。

借入先 借入金額
（百万円） 利率 借入実行日 返済期日 返済方法 担保

株式会社三菱東京UFJ銀行
株式会社三井住友銀行
株式会社みずほ銀行
株式会社りそな銀行
株式会社新生銀行
株式会社あおぞら銀行
株式会社福岡銀行

1,600

基準金利
（全銀協1か月

日本円
TIBOR）
（注2）

＋0.20％

2017年
11月2日

2018年
10月31日

期限一括
弁済 有担保

株式会社三菱東京UFJ銀行
株式会社三井住友銀行
株式会社みずほ銀行
株式会社りそな銀行
株式会社新生銀行
株式会社あおぞら銀行
株式会社福岡銀行

800

基準金利
（全銀協1か月

日本円
TIBOR）
（注2）

＋0.30％

2017年
11月2日

2020年
5月29日

期限一括
弁済 有担保

株式会社三菱東京UFJ銀行
株式会社三井住友銀行 400

基準金利
（全銀協1か月
日本円TIBOR）

（注2）
＋0.35％

2017年
11月2日

2020年
11月30日

期限一括
弁済 有担保

株式会社三菱東京UFJ銀行
株式会社三井住友銀行
株式会社みずほ銀行
株式会社りそな銀行
株式会社新生銀行
株式会社あおぞら銀行
株式会社福岡銀行

700 0.80424％
（固定金利）

2017年
11月2日

2021年
10月29日

期限一括
弁済 有担保

株式会社三菱東京UFJ銀行
株式会社三井住友銀行
株式会社みずほ銀行
株式会社りそな銀行
株式会社新生銀行
株式会社あおぞら銀行

1,800 1.16184％
（固定金利）

2017年
11月2日

2023年
10月31日

期限一括
弁済 有担保

合　計 5,300 ― ― ― ― ―
（注1）	記載の内容には借入先に支払われる融資手数料等は含まれていません。
（注2）	�各利払日に支払う利息の計算期間に適用する基準金利は、直前の利払日（第1回の利息計算期間については借入実行日）の2営業日前

に決定します。全銀協日本円ＴＩＢＯＲについては、一般社団法人全銀協ＴＩＢＯＲ運営機関のホームページ（http：//www.jbatibor.
or.jp/rate/）でご確認いただけます。

　本投資法人は、2017年11月30日に返済期日の到来した2,000百万円の返済資金に充当するため、以下の資
金の借入を実行しました。

借入先 借入金額
（百万円） 利率 借入実行日 返済期日 返済方法 担保

株式会社三菱東京UFJ銀行
株式会社三井住友銀行
株式会社みずほ銀行
株式会社りそな銀行
株式会社新生銀行
株式会社あおぞら銀行
三井住友信託銀行株式会社

2,000 0.92671％
（固定金利）

2017年
11月30日

2022年
10月31日

期限一括
弁済 有担保

合　計 2,000 ― ― ― ― ―
（注）	記載の内容には借入先に支払われる融資手数料等は含まれていません。

［一時差異等調整引当額の引当て及び戻入れに関する注記］
前期（ご参考）（自 2016年11月1日　至 2017年4月30日）
１．戻入れの発生事由、発生した資産等及び戻入れ額

（単位：千円）
発生した資産等 戻入れの発生事由 一時差異等調整引当額

繰延ヘッジ損益 デリバティブ取引の時価の変動 △5,952

２．戻入れの具体的な方法
（1）繰延ヘッジ損益
　ヘッジ手段であるデリバティブ取引の時価の変動に応じて戻し入れる予定です。

当期（自 2017年5月1日　至 2017年10月31日）
１．戻入れの発生事由、発生した資産等及び戻入れ額

（単位：千円）
発生した資産等 戻入れの発生事由 一時差異等調整引当額

繰延ヘッジ損益 デリバティブ取引の時価の変動 △6,961

２．戻入れの具体的な方法
（1）繰延ヘッジ損益
　ヘッジ手段であるデリバティブ取引の時価の変動に応じて戻し入れる予定です。
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Ⅵ. 金銭の分配に係る計算書 Ⅶ. 監 査 報 告 書

（単位：円）

項目
前　期（ご参考）

自 2016年11月 1日（至 2017年 4月30日）
当　期

自 2017年 5月 1日（至 2017年10月31日）
Ⅰ 当期未処分利益
Ⅱ 出資総額組入額
　うち一時差異等調整引当額戻入額
Ⅲ 分配金の額
　（投資口1口当たり分配金の額）

678,802,719
5,952,000
5,952,000

658,054,400
（3,592）

634,430,946
6,961,600
6,961,600

619,582,400
（3,382）

Ⅳ 次期繰越利益 14,796,319 7,886,946

分配金の額の算出方法

　上記のとおり、当期の投資口1口
当たり分配金は、3,592円として
おります。
　利益分配金（利益超過分配金は
含みません。）については、税制の
特例（租税特別措置法第67条の
15第1項）の適用により、利益分配
金の最大額が損金算入されること
を企図して、投資口1口当たりの利
益分配金が1円未満となる端数部
分を除いた、投信法第136条第1
項に定める利益から一時差異等調
整引当額の戻入れ額を控除した額
の概ね全額を分配することとし、
この結果、投資口1口当たり利益分
配金（利益超過分配金は含みませ
ん。）を3,592円としました。

　上記のとおり、当期の投資口1口
当たり分配金は、3,382円として
おります。
　利益分配金（利益超過分配金は
含みません。）については、税制の
特例（租税特別措置法第67条の
15第1項）の適用により、利益分配
金の最大額が損金算入されること
を企図して、投資口1口当たりの利
益分配金が1円未満となる端数部
分を除いた、投信法第136条第1
項に定める利益から一時差異等調
整引当額の戻入れ額を控除した額
の概ね全額を分配することとし、
この結果、投資口1口当たり利益分
配金（利益超過分配金は含みませ
ん。）を3,382円としました。
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Ⅷ. キャッシュ・フロー計算書（参考情報）

（単位：千円）

期
前　期（ご参考）

自 2016年11月 1日（至 2017年 4月30日）
当　期

自 2017年 5月 1日（至 2017年10月31日）
営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純利益 658,855 620,544
減価償却費 207,977 204,011
融資関連費用 49,696 49,490
受取利息 △17 △18
支払利息 75,379 79,503
営業未収入金の増減額（△は増加） △3,355 313
未収消費税等の増減額（△は増加） △57,334 57,334
未払消費税等の増減額（△は減少） △11,785 59,857
前払費用の増減額（△は増加） △25,079 24,996
営業未払金の増減額（△は減少） 15,280 13,820
未払金の増減額（△は減少） 10,037 1,091
前受金の増減額（△は減少） 36,903 △6,440
その他 1,536 2,717
小計 958,094 1,107,221
利息の受取額 17 18
利息の支払額 △74,789 △80,367
法人税等の支払額 △913 △856
営業活動によるキャッシュ・フロー 882,408 1,026,016

投資活動によるキャッシュ・フロー
信託有形固定資産の取得による支出 △5,426,629 △64,832
信託預り敷金及び保証金の受入による収入 261,740 102,032
信託預り敷金及び保証金の返還による支出 △29,385 △58,053
投資活動によるキャッシュ・フロー △5,194,274 △20,853

財務活動によるキャッシュ・フロー
短期借入金の返済による支出 △800,000 ―
長期借入れによる収入 7,043,976 ―
長期借入金の返済による支出 △3,169,000 ―
投資口の発行による収入 2,203,974 ―
分配金の支払額 △542,731 △658,054
その他 ― △20,352
財務活動によるキャッシュ・フロー 4,736,219 △678,406

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 424,353 326,756
現金及び現金同等物の期首残高 3,420,030 3,844,383
現金及び現金同等物の期末残高 ※1　3,844,383 ※1　4,171,140

（注） キャッシュ・フロー計算書は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）に基づき作成し、参考
情報として添付しています。このキャッシュ・フロー計算書は、投信法第130条の規定に基づく会計監査人の監査対象ではないため、会
計監査人の監査は受けていません。

［重要な会計方針に係る事項に関する注記］（参考情報）

項目
前　期（ご参考）

自 2016年11月 1日（至 2017年 4月30日）
当　期

自 2017年 5月 1日（至 2017年10月31日）
キャッシュ・フロー計算書に
おける資金の範囲

　キャッシュ・フロー計算書にお
ける資金（現金及び現金同等物）
は、手許現金及び信託現金、随時
引き出し可能な預金及び信託預
金並びに容易に換金可能であり、
かつ、価値の変動について僅少な
リスクしか負わない取得日から
3ヶ月以内に償還期限の到来する
短期投資からなっています。

　キャッシュ・フロー計算書にお
ける資金（現金及び現金同等物）
は、手許現金及び信託現金、随時
引き出し可能な預金及び信託預
金並びに容易に換金可能であり、
かつ、価値の変動について僅少な
リスクしか負わない取得日から
3ヶ月以内に償還期限の到来する
短期投資からなっています。

［キャッシュ・フロー計算書に関する注記］（参考情報）
前　期（ご参考）

（自 2016年11月 1日　至 2017年 4月30日）
当　期

（自 2017年 5月 1日　至 2017年10月31日）

※1．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表
に掲記されている科目の金額との関係

（2017年4月30日現在）
（単位：千円）

現金及び預金 857,771
信託現金及び信託預金 2,986,612
現金及び現金同等物 3,844,383

※1．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表
に掲記されている科目の金額との関係

（2017年10月31日現在）
（単位：千円）

現金及び預金 1,073,276
信託現金及び信託預金 3,097,864
現金及び現金同等物 4,171,140
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ー 投資口価格（左軸）　ー 東証REIT指数　 ■ 売買高(右軸）
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4月期決算期日 4月期決算発表

投 資 主 メ モ

決算期日 毎年4月末日、10月末日

投資主総会 原則として2年に1回以上開催

同議決権行使投資主確定日 あらかじめ公告して定めた日

分配金支払確定基準日 毎年4月末、10月末日（分配金は支払確定基準日より3か月以内に
お支払いいたします。）

上場金融商品取引所 東京証券取引所　不動産投資信託証券市場（銘柄コード：3451）

公告掲載新聞 日本経済新聞

投資主名簿等管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号
三菱UFJ信託銀行株式会社

同連絡先

東京都府中市日鋼町1-1
三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部
電話番号：0120-232-711（フリーダイヤル）
午前９時～午後５時（土日祝日、年末年始の休業日を除く）

郵送先 〒137-8081 新東京郵便局私書箱第29号
三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部

投資主インフォメーション

住所・氏名・届出印等の変更は、お取引の証券会社にお申し出ください。

住 所 変 更 な ど の 各 種 手 続 き に つ い て

「分配金」は「投資主分配金領収証」をお近くのゆうちょ銀行・郵便局（銀行代理業者）にお持ちいただく
ことでお受け取りいただけます。なお、受取期間を過ぎた場合は、「投資主分配金領収証」裏面に受取方法
を指定し、三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部へご郵送いただくか、同行の各支店窓口にてお受け取り
ください（連絡先等については、上記の「投資主メモ」をご参照ください）。

また、今後の分配金に関して、銀行振込のご指定、源泉分離課税選択申告などのお手続きをご希望の方
は、お取引の証券会社までご連絡ください。

なお、分配金は、本投資法人規約により、分配金支払い開始の日から満3年を経過しますとお支払いでき
なくなりますので、お早めにお受け取りください。

分 配 金 に つ い て

分配金支払いの際に送付しております「投資主分配金計算書」は、租税特別措置法の規定に基づく「支払通知
書」を兼ねております。当書類は確定申告を行う際に、その添付資料としてご使用いただくことができます。
なお、「投資主分配金領収証」にて分配金をお受け取りの投資主様につきましても、「投資主分配金計算書」を
同封させていただいております。確定申告をなされる投資主様は大切に保管ください。ただし、株式数比例
配分方式をご指定いただいております投資主様におかれましては、お取引の証券会社へご確認ください。

分 配 金 計 算 書 に つ い て

NISA口座でご所有の上場株式の配当金等（投資口の分配金を含みます。）について、非課税の適用を受け
るためには、証券会社で配当金等を受け取る「株式数比例配分方式」に変更していただく必要があります。
必要なお手続きについては、お取引先の証券会社等にてご確認ください。

N I S A 口 座 に お け る 上 場 株 式 の 配 当 金 等 受 取 方 法 に つ い て

● 所有者別投資口数（発行済投資口数183,200口） ● 所有者別投資主数（合計11,685名）

本投資法人の上場日である2014年11月27日から2017年11月30日までの東京証券取引所における
本投資法人の投資口価格（終値）及び売買高の推移は、以下のとおりです。

投 資 口 価 格 の 推 移

（注）東証ＲＥＩＴ指数は、本投資法人の2014年11月27日投資口価格終値を100として指数化しています。

■ 金融機関
（金融商品取引業者含む）
60,863口（33.22%）

■ その他の国内法人
17,874口（9.76%）

■ 外国法人等
9,340口（5.10%）

■ 個人・その他
95,123口（51.92%）

■ 金融機関
（金融商品取引業者含む）
48人（0.41%）

■ その他の国内法人
136人（1.16%）

■ 外国法人等
58人（0.50%）

■ 個人・その他
11,443人（97.93%）

投 資 主 の 状 況

（注）比率は小数第3位を四捨五入しているため、合計が100.0％にならないことがあります。

年 間 ス ケ ジ ュ ー ル


